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はしがき
仙台地球は発生確率が極めて高い(地震調査研究推進本部の発表で今後20年における発生確率
が90%)宮城県沖地震の襲来を受ける地域であり､構造物の耐震設計や耐震改修､さらには構造
物群を対象とした地震被害予測においては地域の地震環境と地盤環境を適切に考慮し､目的に応じ
た最適な耐震設計､耐震補強､地域の地震防災対策を追求することが大切である｡しかし､その前
段階として､地域の地盤構造(表層地盤構造ばかりでなく深部地盤構造も)を考慮した地震動分布
を精度よく解明し､地域における過去の地震被害分布の解釈をより適切に行うことは､将来の地震
被害予測の高精度化において不可欠である｡
本研究ではこれらの背景のもとに､ 1 )仙台地域における地域の地震環境と地盤環境に関する最
新の知見に基づき観測と解析の両面から1978年の宮城県沖地震における高精度な地震動分布を評
価すること､ 2) 1978年宮城県沖地震における建物被害状況と地震動特性の関係について検討す
ること､ 3)地震動特性に応じた最適な耐震設計､耐震補強､地域の地震防災対策に関する検討を
行う.ことを目標とした｡
平成15年度には､地域の地震動分布や地盤条件の異なる地点における建物の地震応答特性を観
測的に評価を行うための観測体制を整備した｡観測が停止されていた1978年の宮城県地震の際､
貴重な記録が得られている仙台駅前の地震観測点である住友生命ビルの地震観測を復活させると
ともに､ 1978年の地震においてRC造の全戸調査を行った長町地区､卸町地区､上杉地区､および
木造被害の大きかった六郷地区など沖積平野部と丘陵地域に既存強震観測網の観測点との位置を
考慮しながら簡易地震計を25点く国土交通省の建設技術開発研究助成金により18点を含む)を配
置し､小型強震計を用いた構造物耐震性能評価のための新規高密度強震観測網を構築した｡また､
地震動のスペクトル特性の地域内格差を考慮した建築構造物の最適耐震設計法の検討や耐震改修
の優先度評価法の検討などを行った｡
平成16年度と平成17年度には､仙台地域の地盤構造に関する最新の調査について整理し､平
成15年度に設置した地震計により得られた2005年8月16日の宮城県沖地震の観測記録などの記
録を用いて観測と解析による卓越周期の検討により地盤構造モデルの検証を行った｡最新の深部地
下構造モデルを用いた8月16日の地震観測記録のシミュレーション解析を行うとともに1978年6
月12日の宮城県沖地震における仙台地域の地震動分布の再評価を行った｡また､再評価した仙台
地域の地震動分布に基づき､まず､ 1978年の地震においてRC進の全戸調査を行った長町地区､
卸町地区､上杉地区について被害状況の再検討を行った｡これまで十分に説明できなかった3地
区の被害ランクの違いが地震動特性の再評価により説明できるようになった｡さらに､構造物の
耐震設計･耐震診断補強に関して､地域の地盤環境を考慮した公共建築物の耐震改修支援システ
ムの開発や木造建物の耐震改修効果の評価法､行政担当者向けの木造建物群の耐震改修支援手法
に関する検討も行った｡
本研究でまとめた成果は､今後の地域地震防災対策や建築構造物の耐震対策のための貴重な資
料となると思われる｡
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研究成果
1　はじめに
仙台地域は発生確率が極めて高い(地震調査研究推進本部の発表で今後20年における発生確率
が90%) -宮城県沖地震の襲来を受ける地域であり､構造物の耐震設計や耐震改修､さらには構造
物群を対象とした地震被害予測においては地域の地震環境と地盤環境を適切に考慮し､目的に応
じた最適な耐震設計､耐震補強､地域の地震防災対策を追求することが大切である｡しかし､そ
の前段階として､地域の地盤構造(表層地盤構造ばかりでなく深部地盤構造も)を考慮した地震
動分布を精度よく解明し､地域における過去の地震被害分布の解釈をより適切に行うことは､将
来の地震被害予測の高精度化において不可欠である｡
本研究では､仙台地域における地域の地震環境と地盤環境に関する最新の知見に基づき観測と
解析の両面から1978年の宮城県沖地震における高精度な地震動分布の評価を行い､この地震時に
おける建物被害状況と地震動特性の関係について検討を行うとともに､地震動特性に応じた最適
な耐震設計､耐震補強､地域の地震防災対策に関する検討を行った｡一
第-2章では､地域の地震動分布や地盤条件の異なる地点における建物の地震応答特性を観測的
に評価を行うため仙台市内の25箇所に配置した小型強震計を用いた構造物耐震性能評価のための
新規高密度強震観測網について示す｡
第3章では､仙台市地域の地盤構造に関する最近の調査と地震観測記録に基づく地盤モデルの
検証について示すもので､仙台平野南部地下構造調査に基づく地盤構造と2005年8月16日の
宮城県沖地震など､これまでの観測記録を用いたモデルの検証について示す｡
第4章では､ 2005年8月16日の宮城県沖地震(M7.2)における3次元波動伝播シミュレーショ
ン解析を行うと共に､ 1978年6月12日宮城県沖地震(M7.4)の観測記録の比較を示す｡次に､ 1978
年6月12日宮城県沖地震における仙台地域の再現地震動分布を示す0
第5章では､再現地震動分布に基づき､ 1978年の宮城県沖地震の際R C造建物の全戸調査が
行なわれた長町地区､卸町地区､上杉地区について被害状況について地震動特性との関係に着目
した検討について示す｡
第6章では､地域の地盤環境を考慮した高精度の地震ハザード評価に基づく既存建築物の耐震
改修優先度評価として､仙台市の公共建築物の耐震診断データを用いた評価事例と木造建築物群
の地区･年代区分による優先度評価事例を示す｡
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2　仙台地域における高密度強震観測
2.1　はじめに
政府の地震調査研究推進本部の長期評価によると､･宮城県沖地震の発生確率は､今後30年以
内に99%とされており､他の地域に比べて大地震の発生確率が極めて高い地域環境にある｡
～
このような社会状況をふまえ､仙台地域において､地震動強さの面的な分布や防災拠点構造物
の耐震性を実証的かつ高精度に把握するために､主に公共施設に小型強震計を用いた強震観測網
を構築した｡
仙台市およびその周辺の強震観測網としては､まず深さ数10mの鉛直アレ一計11地点からな
る仙台高密度強震観測網(仙台アレ-) 1)があげられる｡ 1983年から建築研究振興協会と建築研
究所により観測が実施されてきたが､現在は国土交通省建築研究所と一東北大学が共同管理してい
る｡二方1998年から地表20長からなるリアルタイム･オンライン･アレ-強震観測システム
Smal1･Titan2)が東北工業大学で稼働している｡この他に近年は防災科研や気象庁､自治体の震度
計も設置されており､これらの既存観測網の分布を図2.1に示す｡
これらの既存観測網により貴重な記録が得られてきたが､例えば泉区には観測点が少ないなど
分布に偏りがあり､かつ強震時の地震動強さを観測記録から面的に推定するには密度がまだ不十
分である｡また､構造物の耐震性能を実証的に把握するためには構造物内の観測が必要となるが､
上記の主な観測網は地盤系であり､構造物内の観測が不足している傾向にある｡
140.75　140.80　140.85　140.90　140.95　141.00　141.05　141.10
図2.1仙台市及びその周辺の既存強震観測点と新規設置地点
(数字は表2.1のNo.)
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2.2　新規高密度強震観測網投置
以上の状況をふまえて､主に仙台市内の公共施設に対して小型強震計を多数新規設置し､高密
度の強震観測網を構築した｡表2.1に設置地点一覧を､図2.1に新規設置地点位置を示す｡表2･1
には表層地盤図から分類した地盤分類も示している｡
設置した地震計は普及型強震計ETNA (換振器はEpisensor)と小型強震計QDRの2種類で
ぁるが､前者は主に長町･利府断層に直交して線状に配置し､既往観測網を補完して長正･利府
断層東側の沖積平野内の波動伝播をとらえることを目的としている｡
一方後者は弱震時の精度は前者に劣るものの､安価であるためより多数の設置が可能となる｡
したがって強震時に地震動強さの分布を実証的に把握できるように､既存の観測網を面的に補填
して配置した｡その際､ 1978年宮城県沖地震で被害が大きかった卸町(No.13)､緑ヶ丘(No･14)､
長町(No.15)などについても､地震動特性と被害との関係が検討できるように強震計を配置した｡
なお今回構築したシステムとは別であるが､ 1978年宮城県沖地震で強震観測が得られた住友生命
ビルB2Fにも強震計(SSA･1)を設置している｡
さらに､構造物の耐震性能を実証的に把握できるように､ No.17･No.21の5カ所については構
造物基礎(lF)および構造物上部に小型強震計を設置している｡これらのうち鶴谷小と押野小には
仙台アレ-もあり､地盤深部から地表､構造物基礎･上部の観測記録が得られるようにしている｡
設置場所は既存構造物屋内とし､方位は建物の方向に合わせてコンクリート床面にアンカー止
めしている｡東北大学には記録収集システムとしてISDN回線と収集用PCを設置した｡地震計
側ではETNA設置点ではISDN回線を､ QDR設置点ではPHSを設置して東北大学から日常検
査と記録収集ができるようにしている｡
表2.1新規地震観測網諸元
No ??ｸﾇb?n点名 ?ｩZ(見Z"?k緯(○) ?ﾈﾇ宙??表層地盤構成 
1 廼D??K町小 ?b?8.2741 ?C????^積砂棲 
2 廼D??蜚ｫ小 ?b?8.2125 ?C??cR?ｻ棲 
3 廼D??ﾃ城小 ?b?8.2331 ?C????ｻ貫土 
4 廼FﾉJr?堅Z群小 ?b?8.1960 ?C?鉄#b?ｻ賞土 
5 簸E"??中 ?b?8.2701 ?C?ｳイ迭?^積砂鞍 
6 簸E"?ﾁ茂中 ?b?8.3129 ?C?ゴc?人工改変地 
7 簸E"?ｪ乙女中 ?b?8.2的7 ?C?ンS?人工改変地 
8 ?E"?ﾓ里中央小 牝b?8.3336 ?C?ピsr?l工改変地 
令 簸E"?ｼ森小 ?b?8.3171 ?C??#?人工改変地 
10 簸E"?瘴ｬ泉小 ?b?8.24ー7 ?C??釘?S性土 
ll 簸E"?ｼ多賀中 優b?8.2230 ?C?ゴS?洪積砂鞍 
12 簸E"?拒???b?8.2ー55 ?C?ツc?席埴土 
13 簸E"?券z水管理事務所 ?b?8.2504 ?C????S性土 
14 簸E"?齣???b?8.2258 ?C?ピ??l工改変地 
15 簸E"?ｷ町甫コミュニ ティセンター ?b?8.2209 ?C?ャC?砂賞土 
16 簸E"?ﾂ葉区役所 ?b?8.2662 ?ｳC?ピ3r?^積砂棲 
17 簸E"?{城県立図書館 ?b?b?8.3432 ?C?イ#?人工改変地 
18 簸E"?蜻苡落q商 ?b絅b?8.2859 ?C??sR?l工改変地 
19 ?E"?ﾟ谷小 ?b?b?8.2879 ?C??CR?l工改変地 
20 ?E"?????b?b?8.2n4 ?C?都??S性土 
21 簸E"?ｫ野小 ?b?b?8ー2230 ?C??s?砂貫土 
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2.3　新政高密度強震観測網による地震租測
新設高密度強震観測網により2005年までに観測された地震はM4.5･7.2までの25地震であり､
その概要を表2.2に示す｡ここでは､例として地震No.25の仙台女子商の基礎･上部で観測され
た観測波形および応答スペクトル図を図2.2に示す｡
1
表2.2　2005年までに新設高密度強震観測網で観測された地震
No　地震発生時刻　地域　　　　　　叫..u　　　北緯　　　東経　深さ(km)
1　2004/04/04 08:02　茨城県沖　　　　　　5.8　　360 23.2'　1410 9.4'　49
2　2004/05/29 12:47　福島県沖　　　　　　5.9　　370 39.6'　1420 1.4'　38
3　2004/08/10 15:13　岩手県沖　　　　　　5.8　　39o 40.2'　1420 8.1'　48
4　2004/09/01 ll:49　福島県沖　　　　　5.6　　36o 55.1'' 141o 47'　31
5　2004/10/1703:54　茨城県沖　　　　　　5.7　　360 15.1'  1410 19.9'　49
6　2004/10/23 17:56　新潟県中越地方　　　6.8　　370 17.3'  138o 52.2'　13
7　2004/10/23 18:03　新潟県中越地方　　　6.3　　　370 21'　1380 59.1'　9
8　2004/10/23 18:34　新潟県中越地方　　　6.5　　370 18.2'  138o 55.9'　14
9　2004/ll/19 17:40　宮城県沖　　　　　　4.5　　38o 49.1'  1410 34.8■　　75
10　2004/12/2922:58　宮城県沖　　　　　　5.5　　38o 26.7'　142o 11'　39
11　2004/12/30 10:53　福島県浜通り地方　　4.1　　370 45.4'  1400 54.5'  109
12　2004/12/30 22:29　宮城県北部　　　　　5.0　　38o 56.3'  1410 38.1'　73
13　2005/01/01 05:13　茨城県沖　　　　　　5.0　　　368 47'　1400 58.9'　89
14　2005/05/27 17:07　宮城県北部　　　　　4.9　　　38o 30'　1400 36'　110
15　2005/08/16 ll:46　宮城県沖　　　　　　7.2　　　380 9'　142o 13.7'　42
16　2005/08/24 19:15　宮城県沖　　　　　　6.3　　380 26.6'　143o 5.1'　14
17　2005/08/31 03:11三陸沖　　　　　　　6.3　　38o 24.6'  143o 28.8■　　22
18　2005/10/1920:44　茨城県沖　　　　　　6.3　　36o 22.9'　1410 2.5'　48
19　2005/10/2222:12　福島県沖　　　　　　5.6　　　37o 4.7'　141o 7.2'　52
20　2005/ll/01 ll:01岩手県内陸南部　　　4.6　　　390 4'　1400 48.8'　9
21　2005/ll/1506:38　三陸沖　　　　　　　7.1　　380 1.8'　1440 53.3'　83
22　2005/12/0222:13　宮城県沖　　　　　　6.6　　　38o 4.3'　1420 21.2'　40
23　2005/12/05 07:20　宮城県沖　　　　　　5.5　　　370　52'　142o　39.3'　25
24　2005/12/08 13:05　宮城県沖　　　　　　4.8　　　380 48'　1410 54'　70
25　2005/12/17 03:32　宮城県沖　　　　　　6.1　　38o 26.9'  142o 10.8'　40
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図2.2　2005年12月7日(地震No.25)仙台女子商(JYO)観測記録
(a)時刻暦波形(lF桁行)　(b)時刻暦波形(4F桁行)
(C)応答スペクトル(lF)　(d)応答スペクトル(4F)
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3　仙台地域の地盤構造モデルの調査と地震妃軌こよるモデルの検証
3.1仙台地域の地盤構造の概要
仙台地域の地盤構造を浅い地盤構造(表層地質構造)と深部地盤構造に分けて概説する｡
表層地質構造は､長町一利府断層を境に北西側は仙台駅前､一番町など市街地中心部が位置す
る洪積台地になっており､南東側は沖嶺平野1)になっている｡ 1978年の宮城県沖地震で大鼓害を
受けた卸町などはこの沖積平野にある｡また､市街地中心部の位置する洪積台地を取り巻くよう
に､向山･青葉山などの丘陵地が存在しており､台地の北部には大規模造成地が存在している｡
仙台地域の第四紀層基底は深いところで80m程度であり､荒浜付近で若干浅くなっているが概ね
海に向かって深度を増している｡
一方､深部地盤構造は､後述のように海岸線から酉に向かって徐々.に深くなっており､基盤深
度は仙台駅付近で約800m､カルデラ地形(白沢カルデラ)付近で最も深くなっている｡
3.2　仙台地域の深部地下♯造調査に関する最新の情報
ここでは､地域における最新の深部地盤構造に関する情報として､平成14年度から平成16年度
に実施された仙台平野南部地下構造調査(委員長:大槻意四郎東北大学教授)で実施された地下
構造調査に基づく3次元地下構造モデルについて示す2)｡
この調査では､既存の地下構造に関する文献･データ調査として､ ①既往の重力探査文献とデ
ータ3)､ ②温泉等の試錐およびデータ4)～8)､ ③既往反射法地震探査と微動観測等の文献9)～l一)､ ㊨
地質文献15)～18)など､に関する文献調査を行うともに､新たに2測線における反射法探査と20点に
おけるアレ-微動観測を実施し､図3.1に示す対象額域(長町一利府断層線の走向方向とその直交
方向に軸をもつ仙台市域とその周辺額域)において新たな3次元地下構造モデル構築している｡
図中には､既往の反射法探査の主な測線(宮城県による3測線､ H 1 3年度科学技術振興調整
費による測線､防災科研による測線)も表示してある｡深部構造作成にあたり､上述の反射法探
査データや愛宕神社の温泉ボーリング(1200m)､若林区サンビアの温泉ボーリング(350m)を
はじめとする対象領域の深井戸のデータも用いている｡
図3.2には3次元深部地盤構造モデルの基盤深度図を示す｡主要な断面(東西方向断面と南北方
向断面)の速度構造図については､後述に示す｡図3.3と図3.4には､それぞれ､この3次元モデ
ルの各位置の地盤構造でS波の鉛直入射に対する1次卓越周期と入射波に対する応答倍率の空間
分布を示す｡これらの図より､深部構造の1次卓越周期は東部で短く西に向かって長くなってい
ることが分かる｡仙台駅付近の市街地中心部で2.0-2.5秒程度であり､東北大(青葉山)と長町
で3秒程度である｡仙台市西部の最も長いところでは4秒以上になることが分かる｡一方､増幅率
は東部で大きくなっているのが特徴である｡
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図3.1仙台平野南部地下構造調査対象領域　　　図3.2　深部地盤構造モデルの基盤深度
(文献2)より)
3.3　3次元地下構造モデルとその検証
上記の調査により得られた3次元深部地盤構造モデルについては､防災科研のⅩ･NET､
KiK･netや東北工業大学のSmal1-Titan､仙台高密度強震観測網(仙台アレ-)等の既存の強震
観測点において､ 1998年9月宮城県南部の地震記録等を用いて地盤の周期特性の検証が行われ
てきているが､必ずしも十分ではない｡
一方､ 2章で述べたように､小型強震計を用いた強震観測網19)を新たに設置し､また､この観
測網とは別であるが､ 1978年宮城県沖地震で記録が得られた住友生命ビル地下2階においても
地震計を設置している｡
この観測網により､ 2005年8月16日の宮城県沖地震を含む多くの記録が得られている｡そこ
で､ 8/16の観測記録の応答スペクトルと深部地盤構造モデルから得られる伝達関数から､ l吹卓
越周期の比較を行った｡また､図3.5は3つの断面の各地点における理論卓越周期と観測に基づ
く1次卓越周期を比較して示したものである｡観測記録は今回(2005年8月16日宮城県沖M7.2)
のほかに､ 11月15日の三陸沖の地震(M7.1)と12月17日の宮城県沖の地震(M6.1)におけ
る記録も分析している｡図3.5より､観測記録からは地震の違いによらず1秒から3秒にピーク
が見られる｡ただし､卸町付近(No.15)やMYGO13(No.24)の1次周期は､観測記録の方がやや長
周期側に出ており､詳細な分析が必要である｡
1978年の地震で記録が得られた住友生命においては2秒程度､東北大学では3秒程度､また
1978年に被害の大きかった長町20)においては､ 3秒付近に1次卓越周期があることがわかるo
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図3.3　深部地盤構造モデルの1次卓越周期
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図3.4　1次卓越周期におけるS波の増幅率
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図3.5　深部地盤構造モデルの3断面における理論と観測による1次卓越周期の比較
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4　2005年8月16日と1978年6月12日宮城県沖地震の地震動特性の比故検討
4.1 2005年8月16日宮城県沖地震の地盤震動シミュレーション解析
本節では､前述した深部地盤構造モデルを用いて､ 3次元地震波動伝播シミュレーションを行
った結果について報告する｡シミュレーションはスタッガードグリッドを用いた3次元有限差分
紘(空間‥4次､時間:2次精度)を用いて行った｡対象額域を図4.1に示す｡ここで用い追差分
法は文献1)によって提案されたものであり､境界面に入射した波が吸収される吸収境界条件と境
界面から15格子点を帯状の吸収領域が併用されており､媒質の非弾性減衰も考慮されている｡
震源の運動学的断層モデルとして三次元場の食い違い格子におけるモーメントテンソルを近似的
に表現する方法である｡
･シミュレーションはまず､震源を含む地震基盤までの大構造モデル.2)を用いて､地震基盤にお
ける疲iFyを求めた｡これを入射波.i L､第3章で述べた3次元地下構造モデル3)を用いて､工学
的基盤を自由境界としたときの波形を求めた｡上述の2つの地盤構造モデル間における境界条件
は吸収境界としている｡
また､住友生命で観測された波形を地震基盤まで戻した後､距離補正を行い､この波形を3次
元地下構造モデルに平面波として入射し､工学的基盤上の波形を求めた｡入射角度は40度4)を仮
定している｡
2005年8月16日宮城県沖地震における本裏の破壊過程については､波形インバージョンなど
により様々な断層モデルが提案されている｡本検討では､呉･勝頼(2005)2)が提案した断層モデル
(図4.2)を用いた｡地震動シミュレーションを行なう計算額域は長辺方向が210km､短辺方向
が110knである｡表4.1に2005年8月16日地震の震源パラメータを示す｡解析周波数は0･6H2;
までとした｡
前述の3次元深部地下構造を有限差分法に用いた｡仙台地域以外領域の地下速度構造に関して
は呉･練締(2005)2)を参考にした｡
表4.1 2005年8月16日地震震源パラメータ
地震モーメント(Nm)　　　6. 27Ⅹ1019
緯度　　　　　　38. 137
断層原点　経度　　　　　142.167
深さ(km)　　　　30.0
破壊伝播速度　VR(kJn/S)　　　3. 4
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図4.1解析対象地域
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図4.2　断層の不均質すべり分布2)
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各観測点の地中速度の計算波形を図4.3に示す｡波形を比較すると､計算波形は観測波形に良く
一致している｡但し､計算したMYGH08の水平成分波形は観測波形より小さくなっており､これ
については､震源･構造の両面から､より詳細な検討をする必要がある｡
図4.4と図4.5は各断面上の観測速度波形と計算速度波形の比較を示す｡上から順に観測波形､
3次元計算波形､深部地盤構造を1次元で計算したときの波形(NSのみ)を示す｡右数字は各波
I
形の最大速度(cm/S)を示している｡波形を比較すると波形の形は良く一致しているが､計算した
波形の値は観測波形より小さい｡
図4.6は､住友生命で観測されたNS成分波形を基盤まで戻したものを平面波入射し､計算波形
を求めたものと､観測速度波形と比較したものを示す｡洪積台地における波形は比較的よく一致
している｡長町付近においては､他の地点と比べ計算と観測両方の波形の振幅が大きくなってい
るのがわかる｡押野小や東六郷小での計算波形は観測波形より小さめとなっており､この原因に
ついては､さらに詳細な検討をする必要がある｡
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図4.3　地中観測波形と計算波形の比較(右の数値は波形の最大速度【cm/81)
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図4.4　B-B断面上の観測速度波形と計算速度波形の比較
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図4.5　A･A断面上の観測速度波形(上)と計算速度波形の比較
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図4･6　住友で観測されたNS成分波形を入射､ A･A､ B-B断面上の観測
速度波形(上)と計算速度波形の比較
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4.2　2005年8月16日と1978年6月12日宮城県沖地震の租測紀軽の比救
2005年8月16日の宮城県沖地震では､仙台市小型強震計観測網6)を中心に仙台地域において多
数の観測点で観測記録が得られた｡仙台市小型強震計観測網5)の強震計はETNAとQDRからなるが､
うちQDRで長周期までSN比のよい記録が観測されたのは2005年8月16日の宮城県沖地震が初め
てとなる｡表4.2には､この地震で観測された各観測点の観測記録の最大加速度､最大速度(3
I
成分)及び計測震度値を示す｡最大加速度が最も大きかったのは市北部の将監中央小であり､
400Galを観測している｡市北部の造成宅地では2003年5月のスラブ内地震(M7. 1)でも瓦屋根
などの被害が発生しており6)､盛土により短周期地震動を増幅させやすい傾向があると考えられ
る｡一方､最大速度が最も大きかったのは長町南コミュニティセンターの21cm/Sである｡この場
所は1978年宮城県沖地震で大きな被害を受けた地域であり7)､計測震度も5. 3と最も高い値が得
られている｡
表4.2　仙台地域の強震観測記録の諸元
経度　　PGA(cm/S/i)　PGV(crn/S)　計測震度
(皮)　NS EW UD NS EW UD
緯度
｣塵L
38.2741
3i.2125
38.2331
38.1960
38.2701
38.3129
3S.2997
38.3336
38.3171
38.3432
3S.2859
38.2879
38.2230
38.2417
3S.2155
38.2504
38.2258
38.2209
38.2662
38.2633
3i.2370
38.2539
38.2572
38.3 175
38.2606
3l.3542
3S.2544
38.2519
観測点
幸町小学校
南小泉小学校
青葉区役所
K-NET MYGO I 3
Ki又_net MYGHO 1
+.11314[413J4 ･9一4 ･7一5J=lS:[4･5一出5 ･〇一望4･ 7一朋141=[4･5一SrSlSL4･4一315 ･ 〇一4J4 ･5一4140.9019　200　155　76　1 　9　　4
140.9365　214　167　108　16　15　　5
140.9009　139　156　76　13　10　4
140.9526　161 156　82　14　13　　4
140.8495　90　84　57　10　9　　4■■■■=■____
140.8569　238　161　81　15　15　　6
159　150　91　10　12　5
329　403　115　15　18　　5
299　230　163　16　14　　6
179　162　77　8　　11　4
189　121　60　10　　7　　5
124　135　$2　10　　8　　4
1 40.$9 0
I 40.8777
1 40.9 28
I 40.$42 1
1 40.8375
140.9 45
140.9170　193　132　65　20　14　5
40.9094　84　120　52　　8　　11　4■=..___...
140.8668　147　138　91　16　10　　5
140.9300　178　216　49　14　10　3
140.8712　201　228　101 14　12　5
140.8$40　195　225　65　　20　21　5
140.8737　156　139　83　10　10　4
140.9327　262　248　118　13　16　5
141.0003　288　216　34　13　　9　　2~~~~~~■■■■■■■■■=
141.0072　229　191　も0　14　12　3
140.$108　107　106　77　6　　9　　5~■■~■=..二
141.0094　98　200　88　　5　　7　　3
140.9708　201 196　86　16　16　　6
140.8581　217　193　80　9　　12　4
1 0.8842　121　78　　56　12　7　　3
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図4.7に仙台女子商(No. 18)から東六郷小(No.4)まで､長町利府断層を横切った線での速度
波形(住友生命以外は水平2成分を回転して求めたNS成分)を示す｡沖野や六郷など長町利府断
層の東側で､かつ78年で被害が大きかった場所7)の振幅が大きくなっていることが分かる｡特に
沖野では主要動部分のみならず､周期2-3秒が卓越している後続波の振幅も大きいことが分かる｡
図4.8は図4.7のうち､第-中､住友生命ビル､沖野小､東六郷小の擬似速度応答スペクトル
～
を重ね書きしたものである｡前述の通り押野小で周期2-3秒の振幅が大きくなっている｡図4.8
には1978年宮城県沖地震の住友生命ビル観測記録の応答スペクトルも示している｡全体的に2005
年8月16日の地震の方が振幅は小さいが､特に周期1-2秒の帯域でのギャップが大きいことが分
かる｡この周期帯は建物の被害に影響が大きいことが指摘されており8)､ 2005年8月16日の地廉
で建物被害が小さかったことの一因と考えられる｡
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図4.7　観測記録速度波形
(2005年8月16日宮城県沖地震, NS成分)
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図4.8　観測記録の擬似速度応答スペクトル
(2005年8月16日宮城県沖地震　NS成分)
前述のように､住友生命ビル地下2階及び東北大学(工学部人間･環境系研究棟) 1階におい
ては､ 1978年6月12日と2005年8月16日の両方の地震記録が得られている｡図4.9と図4.10
にはそれぞれ､今回の地震と1978年の地震における両建物における加速度観測波形を比較して
示す｡住友生命が建っている旧市街地は､広瀬川河段丘上にあり､硬質地盤である｡地下2階と
なると凝灰岩層(N>50)となっているところが多く4)･7)､地盤の非線形の影響は少ないと考えられ
＼
る｡
図4.11には擬似速度応答スペクトルをNS方向について示す｡東北大学のある青葉山キャンパ
スは丘陵地にあり､新第3期の向山層や大年寺層の上に青葉山榛層が堆積しており､仙台駅前付
近の住友生命ビルに比べて､ 1秒付近と3秒付近のスペクトル値が大きくなっている｡
図4.12には住友生命ビルと東北大学の1978年と2005年の応答スペクトル比も示している｡
周期4秒付近(4秒以上は地震計SSA-1とSMAC-E計器特性やノイズの可能性あり)ま
で､両建物における2つの地震間について､スペクトル比の形状は良く似ている｡この図より､
2005年の地震に比べ1978年の地震では､特に､ 1秒～2秒の成分が強く放出されていたと考え
られる｡前述のように､仙台市域は1-3秒に1次卓越周期を持つ地盤となっており､ 1978年で
は､震源の1-2秒の成分が地盤によりさらに増幅され､大きな被害をもたらしたものと思われ
る｡逆に､ 2005年の地震では､この周期帯域の成分が少なかったために建物被害が小さかったと
判断できる｡
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図4.9 1978年6月12日宮城県沖地震における住友生命ビル(左)
と東北大学(右)の観測記録
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図4.10　今回の地震における住友生命ビル(左)と東北大学(右)の観測記録
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図4.12 1978年と2005年の応答スペクトル比
(住友､東北大lF､ NS成分)
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4.3　東北大学工学部人間環境系建物のシミュレーション解析
図4.13に示す東北大学工学部人間環境系建物は地上9階建てのRC進として1969年3月に建
設され､建物内1階および9階において36年間地震観測を行っている｡この観測記録には2005
年8月16日および1978年6月12日宮城県沖地震も含まれており､これらの観測記録に基づい
た長期的な期間での耐震性能に関する㌢ミュレーション解析を行った｡
4.3.1対象建物の概要
対象建物は､中央の9階建て部分､南北側の2階建て部分から構成されている｡表4.3に材料
強度を示す｡
図4.13　対象建物
表4.3　使用材料の材料強度9)
材料の種類 俤驅?ﾙ7??r?
コンクリート 舒?"ﾈｮ?)|?f3#??
その他:Fc180 
鉄骨 ?3C?
鉄筋 ?C3R?8??ﾘr?
SR24(スラブ,スタラップ,フープ) 
杭 ?84?ﾘ5??88ｲ?
(径50cm,長さ12m) 
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対象建物では､建設時からSMAC･M型強震計により､ 1993年12月からはSMAC･MD型強震
計により､図4.14に示すような1階と9階の2点で強震観測を続けている｡
⑳　　⑳　　⑨　　⑧　　⑥　　⑤　　⑧　　②　　①
hA_A
図4. 14　対象建物図面と地震計配置図
⑳　　⑳　鞄･⑧　　⑧
れeOI Fト'　　(ト　　　　苔Ol
==･==;==　3
また､強震観測に加え､強制加振や常時微動測定なども行われているが､ここでは表4.4に示
す強震観測記録を地震応答解析に用いた｡
表4.4　地震応答解析に用いた地震観測記録
Date ?V?w&?襯?6VﾆW&?柳??V?w&?襯?6Vﾆ7&?柳?認W67&?F柳踐gF??
TransversalDirection 儉ongitudinalDirection 
(也/S2) ?Jn/S2) 僞arthquake 
1stFloor 痘F?ﾆ?"?stFloor 痘F?ﾆ?"?
20′02/1978 ?縱?4.21 ??B?.99 磐蘭?綴ｶV蔕ｶ?
12′06′1978 ?經?10.40 ??2?.24 磐蘭?綴ｶV蔕ｶ?
15′09′1998 釘經?1.90 ???3.70 磐蘭?綴ｶV蓙?'R?
26′07′2003 ??"?.97 ??r?.02 磐蘭?綴ｶV艷?V'R?
16′08′2005 ???0.81 ?繝r?.87 磐蘭?綴ｶV蔕ｶ?
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1978年2月20日の宮城県沖地震ではおよそ70の窓が割れたが､ひび割れはほとんど見られ
なかった｡しかし､ 1978年6月12日の宮城県沖地震では､大きな被害を受けた｡図4.15に､
東西面のひび割れ調査結果を示す｡
I;i.'>T.l ? 
a-:tT;:.'Il ?? 
..'SC.:ll.. 白ﾒ苒? 
t▲ ? 
図4.15 1978年6月12日宮城県沖地震の被害調査で確認された東西面のひび割れ
2000年7月から2001年3月に渡り､対象建物の耐震改修が行われた｡既存妻面耐震壁の壁コ
ンクリートは打ち換えられ､桁行方向の偏心によるねじれ振動を低減させるために3階から8階
の南面のラーメンに鉄骨ブレースを入れた｡また､ 3階から9階の床スラブといくつかの既存梁
は鉄板補強された(Motosaknetal10))｡
4.3.2　分析方法
応答解析にあたってはFq'iill)によるDWASTYversion2.4を使用し､建物1階で得られた観
測記録を入力として解析を行った｡解析結果として得られた9階の時刻歴応答は9階での観測記
録と比較され､建物の劣化状態を表現する建物解析モデルの整合性を検証する｡
建物解析モデルの構築について､まず､構造計画､材料仕様に基づき構造要素の耐力をモデル
化し､荷重増分解析により構造要素の荷重･変形関係を求めた｡次に､構造要素の耐力曲線から､
建物モデルが建物応答解析結束と観測記録が合うように構築した｡以上の解析フローを図4.16
に示す｡
次に､建物モデルの等価-自由度系のパラメータを用いて､一次モードの荷重増分解析を地震
応答解析前後に行い､得られた荷重･変形関係の各折れ点時と最小および最大応答時の建物系のポ
テンシャルエネルギーを計算し､入力エネルギーに基づいて耐力と比較した｡また､地震動の入
力エネルギーから運動エネルギーおよび減衰と履歴により逸散したエネルギー-の変換量につい
ても解析を行った｡
最後に､地震応答相関解析を行った後､地震応答解析を行った｡ここで､力学的およびエネル
ギー的観点から建物耐力を決定するパラメータに関しては次項で示す｡
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図4.16　解析手法とフロー
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4.3.3　地震応答解析の椿果
図4.17･4.19に､ 1978年2月20日前､ 1978年6月12日後､ 1998年9月15日前､ 2005年8
月16日前の力･変位関係を示す｡また､地震時の最小および最大応答のポテンシャルエネルギー､
応答の時刻暦解析結果と観測記録の比較､減衰および履歴による逸散エネルギーに基づいた応答
ェネルギ-と入力エネルギーの最大応答時のひずみポテンシャルエネルギーとの比較を同様に示
＼
す｡
図4.17･4.19の左上の耐力曲線図から､断続的な地震動による剛性と耐力の低下および2001
年に行われた補修および補強による剛性と耐力の回復が分かる｡図4.20には解析モデルにおける
長軸および短軸方向の1次周期の変化とMotoS血et alの観測記録結果との比較を示す｡質量が
一定で周期が伸びていることから､地震によって1/2000以上の変位からの剛性低下したことが
分かる｡構造要素の荷重増分解析によると､ 1/2000の層間変形角は柱のひび割れが開始する開催
である｡
建物のライフスパン､入力に基づいた要求耐力と建物のポテンシャルエネルギーとの比較を図
4.21に示す｡この図から､建設時より1/200の変位におけるポテンシャルエネルギーは1978年
6月12日の宮城県沖地震の入力エネルギーより低いことが分かる｡建設時の構造要素の荷重増分
解析によると､ 1/200の層間変形角は耐震壁のひび割れが進行する開催である｡
MotoSakaetalによると､補修と補強による建物の剛性の回復率は建設当時の60%である｡エ
ネルギーの観点から見ると､ 1/200の変形に関して､ポテンシャルエネルギーは85%回復してい
る｡しかしながら､補修および補強後のポテンシャルエネルギーは平均再現期間が37.4年である
1978年6月12日の所要エネルギーより小さい｡
表4.5に示すような5期間の状態に対して､同じ地震動を入力とした動的応答解析を行った｡
この結果､図4.22に示すように､どの地震動レベルにおいても､各状態の入力エネルギーは変わ
らないことが分かり､固有周期の変化は入力エネルギーに影響しないことが分かった｡
建物モデルの耐力曲線から､図4.17･4.19の(b)に示す面積に当たるひずみポテンシャルエネル
ギーを計算した｡この結果､最大応答時のひずみエネルギーに対する入力エネルギーの比は約2
倍になるという傾向が分かった｡図4.17･4.19(a)中の白点鰍ま最大応答時ひずみエネルギーの2
倍を示している｡入力エネルギーと比較すると､ほぼ同程度ということが分かる｡
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図4.17 1978年2月20日宮城県沖地震におけるエネルギー解析
(a)耐力曲線(b)最大･最小応答(C)時刻暦波形(d)応答エネルギー
C叫1 CArrP dlb SLdn Ebb lI■
0 1　　　Dj D3　　　　DJ　　　　0JB　　　8 6　　　　4) 7　　　1)B
叫(rrI)
(a)
JtN 12. tgn榊Ib Ckl Edhd●
∈旦蒜蒜J 
l=: ???2?X?Hｺ?
＼■ヽ-■一一一■.-ヘ一■}ヽ一一一■■hl■...■■■■← 
15　　　　　3)　　　　ZS I)　　　　35　　　　　4D lS
th(I)
(C)
N血m d Hinhll¶htpq Duq lb■
JLrLl ZEI, lm Nby吋Kp Oll E叫l
■-■■■ ..,,ま議半 ttだ､ 相. 描▲. 鼎h???????i??*ﾒ?". 経 諾.... 
.h ??
賢ふ. !> 劍h 
0- ? ??玩.I 
.1 ??? ?
｢､袈i筆護 ?fdｧ??ﾂﾓ｢?? ? 
･3.. 溢J). 棉??R?Vｲ?? ?
綿て喜一.; 
tll､6 541 ?? ??50.2 
0   6   1D   15   2EI   25   3)   35   ▲D   4S
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(a)耐力曲線(b)最大･最小応答(C)時刻暦波形(d)応答エネルギー
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図4.19　2005年8月16日宮城県沖地震におけるエネルギー解析
(a)耐力曲線(b)最大･最小応答(C)時刻暦波形(d)応答エネルギー
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図4.21エネルギー耐力の時系列
変化と必要エネルギー性能
表4.5　解析に用いた5期間の状態
State 認T$7&?F柳踐gF?Dﾅ6VB?
zELAthenaticalnodel 
1 ?Vf?WF?fV''V????s?
earthquake 
2 ??W'F?fV''V????s?eart,hquakebutbeforetheJune 
12,1978earthquake 
3 ?局'F?ｧV覺?ﾃ?s?
図4.22　建物固有周期の変化と地震入力エネルギー
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4.3.4　まとめ
東北大学工学部人間環境系建物を対象として､ 36年という期間で様々なレベルの地震動を経験
した実建物のライフスパン性能を構造劣化､建物耐力､所要耐力をエネルギーの観点から考慮し
た地震動応答解析によって解析した｡
入力エネルギーに基づいた所要耐力と建物のひずみポテンシャルエネルギーを比較し､建設当
I
時から1978年6月12日の入力エネルギーより1/200の変位に相当するポテンシャルエネルギー
は小さいことが分かった｡建設時の構造要素の荷重増分解析では､ 1/200の層間変位は耐力壁に
ひび割れが進行する開値である｡以上の結果より､地震入力エネルギーに基づいた所要耐力より
構造物のポテンシャルエネルギーが大きければ､その建物は必要性能を満たしていると思われる
が､今後より詳細な検討が必要である｡また､レベルの異なる地震動を経験した建物での観測記
録は､それ程多くなくとも､このような研究が行えることが分かった｡
今後の課題として､構造要素の被害程度による外観の変化に関する解析結果と被害調査による
外観を比較検討することが挙げられる｡構造要素と建物の被害評価を行うためには､入力エネル
ギーの考慮だけではなく､瞬間的なエネルギーとしての力を考慮する必要がある(Inoue etal12)､
Trifunacetal18)､ Horietal14))｡また､ケーススタディとしてシナリオ地震を対象にした被害予
測も今後必要であると考えられ､複数の地震を想定した場合についての､エネルギーに関する所
要耐力の表現に関する手法が必要である｡このとき､エネルギーに関する指標を用いることにつ
いて､地盤･建物の力学的動特性を含み､かつスカラー量であるため有用であると考えられる13)｡
最後に､この手法に用いた地震動応答解析に用いたプログラムはせん断モデルを用いているが､
東西ファサードに耐震壁があるため､曲げせん断モデルや建物のスウェイロッキングと地盤･建
物の相互作用効果の考慮することによって､より正確な結果が得られれば､工学的基盤から建物
頂部に至るまでのエネルギー変換の研究についての可能性が導かれると思われる｡
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4.4 1978年6月12日宮城県沖地震における仙台地域の再現地震動
仙台平野南部地下構造調査によって得られた深部地盤構造を用いて､ 1978年宮城県沖地震の面
的な地震動評価を以下の手順で行った｡
まず､ 1978年宮城県沖地震における図4.23上に示す住友生命ビル地下2階の強震記録(NS
方向成分)から､深部地盤構造(図4.24)を用いて､ SH波40度4)入射の逆応答により地盤基盤
～
上の波形を求める(図4.23下)｡そして､既往の研究により推定されているアスペリティの中央
16)からの距離で距離補正を行い､各観測点の第三紀上面の基盤波を求める｡次に､推定した深部
地盤構造を用いて､ SH波40度4)入射の線形増幅特性を評価し､第三紀上面の地震動を求める｡
さらに､被害想定16)の表層地盤構造を用いて､一次元等価線形理論により非線形増幅特性を評価
し､地表面の地震動を求める｡
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図4.23　住友生命ビルの観測記録(上)と推定基盤入射波形(下)
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図4.24　住友生命ビル地点における地盤構造
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参考のために､図4.25には､住友生命ビルにおける観測記録と基盤入射波との伝達関数(各層
の減衰はQ亨VS/15として評価)を示す｡また､図4･26には基盤入射波の擬似速度応答スペクト
ル(5%)を示す｡
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図4:25　住友生命ビルの観測記録の逆応答　　図4.26　基盤入射波の擬似速度応答
解析に用いた伝達関数　　　　　　　　　　　　スペクトル
図4.27には､工学基盤における地動最大加速度分布を示す｡また､図4.28には被害想定で用
いられた表層地盤構造を用いて､一次元等価線形解析により得られた､地表面の最大加速度分布
(仙台平野南部地下構造調査領域のうち仙台市域のみ)について示す｡
図4.29には､図4.1の断面線A上の観測点における再現地震動(地表面)の加速度波形と擬
似速度応答スペクトルを示す｡図4.30には､前述の1978年の地震と2005年の地震の応答スペ
クトル比から得られる各観測点位置における1978年の宮城県沖地震際の応答スペクトルを点線
で示している｡
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図4.27　工学基盤における
推定最大加速度分布
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図4.28　地表における
推定最大加速度分布
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図4.29　推定された加速度波形
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図4.30　推定された擬似速度応答スペクトル(図4.1の断面線A上の観測点)
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図4.28の地表面の最大加速度分布から明らかなように､長町-利府断層の南東側の沖積平野部
では仙台駅前に比べて表層地盤により加速度が大きく増幅されていることが分かる｡図4.29の推
定加速度波形から洪積台地部では250-300ガル程度であるのに､沖積平野部では400-500ガ
ルとなっていることが分かる｡
図4.30の応答スペクトルについて､実線と破線を比較すると洪積台地の観測点は両者の一致度
I
は比較的良く､比較的小ひずみレベルにおける観測点間の応答スペクトルを用いた強震時の応答
スペクトル予測が可能であることを示唆している｡沖積地盤においては､ 1978年の地震時におけ
る地盤の卓越周期のところで破線の方が大きく2005年の地震時における地盤の卓越周期のとこ
ろでは実線の方が大きくなる傾向にある｡これらの違いは､ 1秒以下の成分については､地盤の
非線形化の影響､ 1秒～2秒の周期帯域の違いは沖積平野部の記録に見られる後続位相(表面波)
の影響によると思われる｡これらについては､沖積地盤の非線形化の影響を考慮した応答スペク
トルの補正など､今後さらに検討を進める必要がある｡
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6 1978年宮城県沖地震の再現地震動における建物社寺の再評価
5.1評価対象地区および建物
図5.1評価対象地区
本報告では､卸町･長町･上杉の3地区を対象とし評価を行う(図5.1)｡この3地区では､志賀
等により､ 1978年宮城県沖地震におけるRC造建物を対象として全戸調査1)が行われている｡そ
のため､当時3地区に存在したRC造建物の規模､用途､平面形状､寸法をはじめとした建物デ
ータや1978年宮城県沖地震時の被災度などのデータが得られている｡当時の調査に基づく被害
の地域分布を見ると卸町地区に被災度の大きな建物が集中したのに対し､上杉地区においては被
災度の大きな建物は少ない傾向が見られた｡
卸町･長町は長町｣ヰり府断層の東側､すなわち軟弱な沖積層の上に位置するが､上杉地区は長
町-利府断層の西側､すなわち硬質な洪積層の上に位置している｡卸町地区は卸町一丁目から三
丁目までで､卸商センタ一五部会からなっている地域を対象とする｡長町地区は長町一丁目から
五丁目までで､長町駅付近の当時の国道4号線沿い地域を対象とする｡上杉地区は､北六番丁､
定禅寺通､上杉山通､国分町で囲まれた地域を対象とし､上杉一丁目､本町三丁目､木町通二丁
目､二日町と国分町三丁目の一部からなっている｡
この3地区では､現在､文献2)において､ 250m単位のメッシュデータの表層地盤モデルを用
いて地震動評価が行われているが､幾つかの地点において､表層地盤のボーリングデータも得ら
れている｡さらに､深部地盤構造についても､最近の調査研究叫こより地盤情報が更新蓄積され
ている｡
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6.2　評価対象地区の地震動特性
5.2.1　評価手法
(1)表層地盤モデル
各ボーリング地点における表層地盤モデルについては以下の手順で作成した｡
① Ⅹ･netや文献4)などを元に､ N値及び深さからS波速度を算定する式を作成した｡
～
②対象地区内の表層地盤ボーリングデータからN値､深さ､土質を読み取り､ ①で作成した式
を用いて､ S波速度を算定した｡
③　単位体積重量･減衰定数は､ ②までに求めたN値とS波速度と文献4)を参照して定めた｡
また､本報告では調査対象建物近辺にボーリングデータの存在しない建物の地震動を評価する
ために､文献3)で使用されていた表層地盤250mメッシュデータも使用している｡尚､ボーリン
グ･メッシュデータ共にV8-500m/S以下の層を表層地盤とした基盤とし､ 500m/Sを越える層
につい七は工学的基盤とした｡
(2)地震動の再現
観測波形を用いた地震動推定が文献8)で行われているが､本報告第2章では､新たな深部構造(本
報告第3章及び文献3))を用いて仙台市の地震動分布の推定を行っている｡本章の検討では､第2
章による工学的基盤波と(1)で作成した表層地盤モデル及び250m表層地盤メッシュデータを用
いて､ 1次元等価線形解析により地表面における加速度波形を作成した｡ 5.2.2節で解析結果とし
て示すデータの､ボーリングデータと250mメッシュデータの違いは､表層地盤モデルのみの違
いであり､深部構造については同一のものである｡評価には各地区における最大加速度及び最大
速度と擬似速度応答スペクトル(h=0.05)を用いる｡
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5.2.2　地震動評価結果
表5. 1には各地区のボーリングデータに基づく最大加速度と最大速度を示す｡表5.2には各地
区の250mメッシュデータの最大加速度と最大速度を示す｡
また､図5. 2-図5.4には各地区代表点における再現地震動を用いた擬似速度応答スペクトル
(h=0. 05)を示す｡
表5.1解析結果(ボーリングデータ)
円】町地区 劔剳?劔*ﾉ&霎fﾂ?上杉地区 
No. ?t?PGV 傀､ｧB?ﾜ度 佗??No. ?t?PGV 傀ｩ???u 佗??N○. ?t?PGV 傀､､ﾂ?@度 ?ﾉ7?
rcrrI/S勺 免6糢5ﾒ?＜bシュ 劔rcrrL/S21 免6ﾒ?ﾒ?＜bシュ 劔rcm/S21 免6糢5ﾒ?＜bシュ 
51 鼎SR?0 ?"?8.255 ?C??b?0 鼎3b?0 任b?8.225 ?C?ャ?51 ?C?34 肇??8.264 ?C?ピ2?
52 鼎SR?7 ??38.255 ?C????l 鼎#"?2 任"?8.231 ?C?ン"?2 ?S?34 肇R?8.268 ?C?ピB?
53 鉄??7 ?"?8,253 ?C???12 ???9 任?3&233 ?C?ン?53 ?S"?3 肇?38.270 ?C?ピ"?
54 鼎sr?4 ?R?8.250 ?C??R?3 ?C"?0 任2?&231 ?C?ン?54 ?#b?4 肇B?8.267 ?C?ピ?
55 鉄3?46 ?R?8.252 ?C???14 ?sB?9 把?38.230 ?C?ン?55 ?SR?4 肇?38.266 ?C?ピ"?
56 ?sr?5 ?B?8.251 ?C??#B?5 ?SB?8 任R?&232 ?C?ン?56一 ?釘?4 肇R?8.287 ?C?ピB?
57 鉄3?48 ??38.255 ?C??B?6 ?s?37 把?3B.233 ?C?ャr?7 ?s?34 肇"?8.270 ?ｳC?ピB?
~58 鼎c?48 ?R?8.251 ?C??#?17 ?ビ?1 把?38.231 ?C?ン?58 ?Sr?4 ?38.263 ?C?ピ"?
59 鉄??6 ?B?8.251 ?C??"?8 鉄c?56 任?38.233 ?C?ャ?59 ???4 肇?38.266 ?C?ピ"?
60 鼎湯?8 ??38.254 ?C???19 鼎??4 把?38231 ?C?ャ?60 ?S?34 肇"?8.269 ?C?ピR?
20 鉄C?52 把?38229 ?C?ャ?61 ?C"?4 肇?38.265 ?C?ピ?
21 田s?75 任?38.233 ?C???62 ???4 幡r?8.287 ?C?ピb?
22 都C?90 ??38.233 ?C?ャ?63 ?ッ?4 肇??8.263 ?C?ピ2?
23 鉄??7 粘?38.231 ?C?ャr?4 ?S"?3 肇?38.270 ?C?ピ"?
24 田3?71 把?38.231 ?C?ャ?65 ?S2?4 肇R?8.268 ?C?ピB?
25 ?gD?39 把?38.230 ?C?ャR?6 ?SB?4 肇b?8.267 ?C?ピR?
26 ??ｲ?9 把?3BJ230 ?C?ン?67 ?c"?4 幡r?8.266 ?C?ピ?
27 鼎CB?3 任B?8129 ?C?ャ?68 ?C?34 肇R?8.269 ?C?ピR?
28 鼎#?42 任B?&227 ?C?ャ?69 ?Cr?3 肇B?8.268 ?C?ピ?
29 鼎ィ?3 任B?8.229 ?C?ャ?70 ?S?34 肇b?8.268 ?C?ピ?
30 鼎3R?2 任B?&228 ?C?ャ?71 ?S?34 肇R?8.267 ?C?ピ2?
31 鼎??1 任B?8.22○ ?C?ャ?72 ?s2?4 肇?38.266 ?C?ピB?
32 ?C?38 任R?8.227 ?C?ャr?3 ?c2?4 肇R?8.269 ?C?ピ2?
33 鼎#?40 任R?8.226 ?C?ャr?4 ???4 肇r?8.266 ?C?ピ"?
34 鼎#?39 買?38.222 ?C?ャ?75 ?Cr?4 幡?3B.270 ?C?ピr?
35 田#"?9 ?38221 ?C?ャR?6 ?S?33 肇B?8.268 ?C?ピ?
36 ?s"?8 敗?38124 ?C?ャ?77 ?s2?4 肇"?8.270 ?C?ピ2?
37 ???6 任b?8.226 ?C?ャ?78 ?SR?4 肇??8.264 ?C?ピ2?
38 ???8 任R?8.226 ?C?ャr?9 ?C"?4 肇??8.264 ?C?ピB?
39 ?迭?9 敗"?8.222 ?C?ャb?0 ?c"?4 肇"?8.269 ?C?ピ2?
40 鉄3?45 把?38.229 ?C?ャ? 
41 田CB?8 任B?8.228 ?C?ャR?
42 ?ビ?9 任b?8.227 ?C?ャ?
43 ?迭?7 任r?8.224 ?C?ャr?
44 鼎S?42 任b?8.226 ?C?ャ?
45 鉄??5 任B?8.228 ?C?ャ?
46 ?澱?8 敗?3&224 ?C?ャ?
表5.2　地震動評価結果(250mメッシュデータ)
■≡I:=.r'rr- 剩?Ff::過 棉"ﾒ?上杉地区 
ⅠD ?t?PGV 粕B?GA ?ub?D ?t?PGV 
rcm/S2l 文7&糒?｢?&7&糘C&ﾂ?clTl/S] 决cm/S2l 免6糢5ﾒ?
A1 鉄S?41 ??408 ?b?1 ?3?33 
Å2 田3R?6 任?343 ?r?2 ?C"?4 
81 鼎唐?4 任"?48 ??J3 ?C?34 
B2 鼎s?41 任2?52 ??J4 ?C?33 
B3 鼎途?4 任B?41 ?r?5 ?C"?4 
84 鼎#"?8 任R?18 ?b?6 ?C?34 
85 鼎ヲ?2 任b?38 ?r?7 ?C"?4 
B6 鼎モ?4 任r?18 ?b?8 ?C?34 
E1 ?途?5 肇?240 ?B?
F1 鼎Cr?7 肇??39 ?B?
G1 ?c?35 幡ﾆﾂ?41 ?B?
G2 ?c"?4 ?
H1 鼎??5 
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図5.2　卸町地区擬似速度応答スペクトル(h=0.05)
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図5.3　長町地区擬似速度応答スペクトル(h=0. 05)
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図5.4　上杉地区擬似速度応答スペクトル(h=0. 05)
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表5.1や表5.2の最大加速度の地域間における比較から明らかなように､長町一利府断層の西
側に位置する上杉地区では240-270ガル程度であるのに対し､卸町地区では軒並み400ガル以
上となるなど､最大加速度に大きな差が見られることがわかる｡最大速度で比較しても上杉地区
と卸町地区では10-15カイン程度の違いが見られる｡図5.2-図5.4と合わせ見ると､卸町地区
では工学的基盤波に対して､地表面L=おける擬似速度応答スペクトルが1【S】以下の周期帯で大き
く増幅されている｡一方､上杉地区では工学的基盤波と250m卸町地区や一部を除く長町地区で
は上杉地区に比べて､表層地盤により加速度が大きく増幅されていると考えられる｡
上杉地区では､表層地盤モデルとしてボーリングデータと250mメッシュデータを用いて評価
した地震動の評価結果に､大きな違いが見られなかった｡一方､卸町地区と長町地区では必ずし
も同じ評価結果にはならなかった｡ボーリングデータの解析に基づく最大加速度や最大速度が著
しく大きいまたは小さいものは信頼性に欠けるものも見られるが､ `卸町地区ではPGVが250m
メッシュデータに比べて､ボ-リングデータの方が大きくなる傾向が見られた｡長町地区では
No.20･24など著しく最大加速度･最大速度が大きくなるものなど､信頼性に欠けるものもあるが､
表5.1や図5.3を見ると､ D6エリアやFlエリアなど同一250mメッシュエリア内にあるボーリ
ングデータでも地震動評価結果が必ずしも一致しないものも見られた｡図5.2-図5,4より､ 28
を超える周期帯以降は擬似速度応答スペクトルが一致しているとみなせる程度となっていること
から､表層地盤の増幅特性の違いによるものと考えられる｡上杉地区では表層地盤が硬質かつ薄
い(深さ10m未満)ことから､増幅が少なく表層地盤の局所的な変化が少なかったため､表層地盤
データとしてどのボーリングデータを使用しても､地震動の評価結果に差が出なかったと考えら
れる｡一方､卸町･長町地区では軟弱な表層地盤が､卸町地区で深さ20m未満､長町地区で深さ
約25m程度であったため､ボーリングポイントにより局所的に表層地盤モデルが変わり､地震動
の評価結果にも若干の違いが見られたものと考えられる｡
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5.3　建物被害の再評価
5.3.1再評価対象建物
1978年宮城県沖地震の際に､卸町･長町･上杉の3地区において鉄筋コンクリート造建物の
全数調査1)が行われていることは先に述べた｡ここで､卸町地区に関しては､東北大学工学部建
築学科志賀･柴田研究室による地震直後の被害実態調査であり､長町･上杉地区に関しては東北
～大学同研究室と東北工業大学建築学科小野瀬･阿部研究室による､地震2年後の聞き取りを中心
とした被害調査である｡
調査は1)建物名称､ 2)建物所在地､ 3)用途種別､ 4)地上階数(長町･上杉地区に関しては地下階
数)､ 5)竣工年月､ 6)施工会社､ 7)設計者､ 8)設計図書､ 9)基礎形式､ 10)キープラン(柱･壁の配
置と量)､ ll)被害ランクにわたり行われているが､全てが揃っていないものもある｡被害ランク
の定義については表5.3の通りとし､目視による確瓢に基づくものである｡
全戸調査に基づく各地区RC造建物をまとめたものを図5.5-図5.8に示す｡図5.5には対象と
する3地区におけるRC造建物の1978年宮城県沖地震における被害ランクをまとめたものを示
し､図5.6には建物階数別のRC造建物棟数の割合を示す｡また､図5.7では各地区におけるRC
造建物を縦軸割合､横軸年代別にヒストグラムとしてまとめ､図5.8では建物の使用用途別にま
とめたものを示す｡尚､卸町地区では建物の使用用途の全戸調査は行われていない｡しかし､卸
町地区の街の特徴として､計画商業団地であり､その大半は卸売商業に従事していたことから､
倉庫や事務所･店舗としての使用用途が多かった｡
表5.3　被害ランク一覧表
ランク 儂ﾘ･?8ｻR?Xケッチ 
被 育 軽 微 ?B??耐力壁.二次壁の損傷が軽微かもし くはほとんど損傷がないものo ?
小 破 ?R??耐力壁.二次壁の損傷が軽微である が､RC二次壁.階段室まわりにせん断ひ ?
び割れが見られるもの○ 
中 破 ?b?撃ﾉ典型的なせん断ひび割れ.曲げひび 頂??割れ､耐力壁にせん断ひび割れが見ら 
れ､RC二次壁.非構造体に大きな損傷が 
見られるもの○ 
大 破 ?r?撃ﾌせん断ひび割れ.曲げひび割れに ?よって鉄筋が露出.座屈し､耐力壁 大 
きなせん断ひび割れが生じて耐力に著し 
い低下が認められるもの｡ 
崩 壊 ??柱.耐力壁が大破壊し､建物全体または ?建物の一部 崩壊に至ったもの. 
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図5.5　対象地区被害ランク別割合グラフ
卸町地区階数別割合　長町地区階数別割合
(N=1 98)　　　　　　(N=39)
3%
上杉地区階数別割合
(N=122)
図5.6　対象地区建物階数別RC造建物構成比
十.∴ _∴
図5.7　年代別RC造建物ヒストグラム
長町地区用途別割合
(N=39)
上杉地区用途別割合
(N=1 22)
図5.8　建物使用用途別RC造建物構成比
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田宮公庁舎
Ejその他
図5･5より1978年宮城県沖地震における被災度の地域的傾向を見ることができる｡卸町や長町
では被害ランクⅠが全体の約75%を占め､被害ランクⅢ～Ⅴといった比較的大きな(中破以上)規
模の被害が両地区とも10%程度になるなど､似た傾向を示していることがわかる｡一方､上杉地
区については被害ランクⅣ以上の重篤な被害は見られず､被害ランクⅢ以上の規模の被害も全体
の3%程度におさまるなど､大規模な被害に関しては卸町･長町地区に比べ被害の少ない地域で
あったと言える｡ただし､無被害率(被害ランクⅠ以下である無被害建物の割合)は卸町＼･長町地
区と同様の74%となっている｡
次に図5･6-図5.8より､ 1978年当時における対象3地区のRC造建物群の特徴をみることが
できる｡図5･6の階数別の構成比から､卸町地区では2,3階建ての建物が多く､とりわけ2階建
てもRC造建物が全体の73%を占めている｡卸町地区全体における無被害率は73%であるが､ 2
階建て以下の建物に限ると85%となり､被害ランクⅢ以上の建物の割合も10%から3%程度に
減少している｡長町地区においても3階建て以下の建物が全体の75%以上を占め､ 4階建て以上
の建物に被害ランクの大きい被害は多く見られた｡しかし､上杉地区では5,6階建て以上の建物
が30%とその割合は大きく､長町･卸町の2地区に比べると建物高さの高い建物が多かった｡た
だし､上杉地区に関しては3階建て以下の建物の被害率と4階建て以上の被害率には大きな差が
見られなかった｡
さらに図5･8より､卸町地区は昭和40年代前半にRC造建物建設のピークを迎え､約85%の建
物は建築学会鉄筋コンクリート構造計算基準の改正された昭和46年以前に竣工された建物とな
っている｡一方､上杉地区では昭和46年を境界としてみると､約53%が昭和46年以前に竣工､
約47%が昭和47年以降に竣工となっており､卸町地区に比べ新しい年式の建物が多かったとい
える｡ 1978年宮城県沖地震において､対象3地区内では昭和47年以降竣工のRC造建物に関し
て､被害ランクⅣ以上の建物は存在しなかった｡すなわち､被害ランクⅣ以上と判定された建物
は全て昭和46年以前に竣工の建物である｡建物被害と経年による劣化または構造設計基準は大
きく関連するものと考えられる｡
最後に図5･9より､上杉地区には事務所が多く､長町地区には病院が多いことが特徴である｡
両地区とも当時は住居として､多数の木造建物が存在したため､ RC達の住居の割合はさほど高
くはない｡使用用途別に被害ランクを見ると､店舗を使用用途としているものが比較的被害が大
きかった｡また､標本数が少ないものも病院に関しては､無被害率が高い結束となった｡事務所
建築や店舗建築はショーウィンドウやスパンの大きな空間を求める傾向の強い建築であるため､
壁が少なくなる傾向があり､被害ランクが大きくなる傾向がみられるのではないかと考えたが､
事務所に関しては必ずしもその傾向が当てはまらなかった｡尚､上杉地区でその他に分類されて
いる建物は学校､工場､駐車場などとなっている｡
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5.3.2　垂卒マップを用いた建物被害の再評価
(1)志賀マップ
本報告で使用する壁率マップ5)は､ 1968年十勝沖地震の際に被害の著しかった建物の多くが､
壁量の少ない建物に属している点に着目し､裏書と壁量の関係についての調査を行った結果より
求められたもので､志賀マップ5)と呼ばれている｡志賀マップ5)は横軸に壁率､縦軸に柱･壁均
～
しのせん断応力度をプロットしたグラフで､裏書と壁率の関係を示すものである｡また､十勝沖
地震や宮城県沖地震のほかにも関東大地震や1975年大分大地震にも当てはまるといわれている｡
ここで､壁率ATV/EM(cm2/m2)は建物の1階における一方向(梁間､桁行各方向)の鉄筋コンクリ
ート造壁の総水平断面積すなわち壁量Aw(cm2)を1階以上の延べ面積EAJl(m2)で割った値である｡
柱･壁均しのせん断応力度蓋(kg/cm2)Sま､ 1階以上の延-面那Alに10000kg/-2
をかけた値すなわち1階以上の建物の総重量W(kg)を一方向の柱量Acと壁量Awの和で割
った値である.これは建物の延べ面積あたりの重量を1000kg/m2とし､ 1階における層せん
断力係数を1.0としたときの柱･壁均しのせん断応力度に当たる｡
壁率マップは高層の建物になると壁均しのせん断応力度が著しく大きくなり､あてはまら
ないとされている｡ゆえに本報告では志賀マップを用いた考察は中低層のRC造建物に限る
ものとする｡
(2)壁率･柱率によるIs値の算定法
本報告では､ Is値の算定法については文献6)7)による手法を参照している｡ここでは､柱率･
壁率から第1次診断相当のIs値を算定し､建物性能の評価に用いるものとする｡ Is値の算定法
は以下のとおりとする｡
第1次診断用のEo指標値は､延床面積壁率および､延床面積柱率の関数となっている｡壁の
強度を平均的に20kg/cm2と仮定すると､ 1階における第1次診断用Eo指標値は､下式の大きい
ほうとなる｡
Ac
W∑Af ''-W∑Af
Ac
こ百才
E. =20×七生+7×
Eo=10X
ただし､ Wは単位床面積あたりの地震用建物重量也g/m2)である.本研究ではW=1300kg/m2とし
た場合を仮定している｡構造体震指標値Isは､ Eo指標値に低減係数である形状指標値SD及び経
年指標値Tを掛けたものとなる｡ただし､今回は両指標値とも使用するデータからは判定が難し
いため､各1.0と定めEoをそのままIs値としている｡しかし､経年が著しいもの(竣工年から判
断)については耐震診断基準6)に基づいた低減係数を乗じたものもある｡図5.9-図5.11までに各
対象地区内の代表建物20棟ずつを2方向(桁行･梁間)プロットした志賀マップを示し､表5.4-
表5.6に使用した建物データを掲載する｡
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図5.9　志賀マップ(卸町代表建物)
表5.4　志賀マップ対象建物データ(卸町)
JB+tZ) 筈g$YD?使用用途 做ﾙ7?鮎 傚??1:.L;Lj (zzt) ?咼?ﾆ6#(?H??綷?兩ｸ犬?d ????､ﾃ"?ｦ?せんl折応力LE (k) 刧TS 
卸町005 鼎B??轄ｸ ?ゅ#S3?140.9192 ??64.96 ???b? 燃ﾕ?1 都R縱?5.6 ?.7 
▼ ??2? ?3#?74 冤l 
卸町006 鼎R?｢明査 ?ゅ#S3b?40.9197 ??880.03 田R纉r? 燃ﾕ?1 田B??7.7 ?.3 
Y 披ﾕ2? 塔33b?7 ?6 
卸町028 鼎b??轄ｸ ?ゅ#S32?40.9224 ??12.00 鼎B紊?Ⅹ 燃ﾕ?1 ?rﾃcR?2.2 ?.8 
y ??2? ?#??31 ?7 
卸町032 鼎b?｢明査 ?ゅ#S32?40.9211 ??080.09 都R緜"?] 燃ﾘu?2 ??ﾆﾂ?l.7 ?.6 
Y 披ﾕ2? 都S釘?6 ?6 
卸町033 鼎b??轄ｸ ?ゅ#S3r?40.9212 釘?704.09 ?r經?A 披ﾕ2? ?R?b?6.0 ?.6 
Y 燃ﾕ?2 ?ピ?178 ?5 
卸町034 鼎2?｢胡査 ?ゅ#SC"?40.9212 ??128,07 田b紊?X 燃ﾕ?3 ?B?"?.9 ?.9 
V 披ﾕ2? 唐緜B?3.3 ?.5 
卸町035 鼎r??轄ｸ ?ゅ#S3R?40.9218 ??18.58 都2縱"?] 燃ﾕ?3 田?澱?.4 ?.3 
Y 披ﾕ2? 鼎B縱"?.4 僮.1 
卸町037 鼎b?｢柵査 ?ゅ#S3"?40.9219 ??98.20 ??緜?X 披ﾕ2? ???R?.7 ?.3 
y 燃ﾕb? 鉄??5 ?8 
卸町038 鼎2?鍍llt ?ゅ#SSb?40.9211 澱?262.95 ?r?R?] 燃ﾕ?2 ?"縱?20,1 ?.4 
y 披ﾕ2? ?332?98 ?4 
卸町042 鼎2?｢胡査 ?ゅ#SSb?40.9223 ??730.70 ?ゅ#?X ?ﾂﾕ2? ?B經?18.9 ?.4 
Y 燃ﾕb? ?3??94 ?4 
卸町044 鼎r?燈ｹ査 ?ゅ#SC?140.9229 ??17.60 鼎S偵?? 燃ﾕb? ?3b??1.7 ?.5 
▼ 披ﾕ2? ?3r縱b?.7 ?.5 
卸町045 鼎B?血､査 ?ゅ#S32?40.9247 ??84.99 ?Cゅ湯? 燃ﾕb? 鉄B紊?3.3 ?.2 
Y 披ﾕ2? 田b縱?3.2 ?3 
卸町071 鼎B?｢研査 ?ゅ#Scb?lo.9251 ??55.00 ?b緜R? 燃ﾕ?4 ?偵c?17.8 ?,5 
Y ??2? ?ゴ?153 ?6 
卸町073 鼎B?｢研査 ?づ#ScR?40.9233 ??31.32 鉄?s?X 燃ﾕb? 釘縱?18.0 ?.4 
▼ 披ﾕ2? ?"經?15.8 ?.5 
卸町0$2 鼎B?燈ｹ査 ?ゅ#Ss"?40.9263 ??14.50 鉄B??A ??2? ?ゅ??3.7 ?.6 
Y 燃ﾕb? 田3ィ?5 ?3 
卸町085 鼎B?｢帝査 ?ゅ#S??40.9260 ??98.44 塔??? 燃ﾕb? 鼎R經B?.9 ?.1 
y ??2? 田3c2?9 ?4 
卸町091 鼎B?｢肝査 ?ゅ#S??40,9264 ??28.00 鉄ゅッ? ??2? ????l.2 ?.8 
Y 燃ﾕ?3 ?r縱?ll.5 ?.7 
卸町105 鼎B?｢研査 ?ゅ#Ssr?40.9220 ??39.24 田ゅ3?I 披ﾕ2? ?b經?10.5 ?.8 
Y 燃ﾕ?4 ??2?26 ?5 
卸町112 鼎R?｢加重 ?ゅ#S??40.9211 ??29.50 塔r?R? 燃ﾕ?1 田?ビ?.8 僮.4 
Y 披ﾕ2? ??3R?3 ?0 
卸町118 鼎b?｢開査 ?ゅ#Sッ?40.9217 ?ﾂ?50.12 塔?c?Ⅹ 燃ﾕ?1 ?偵唐? 偵?0.7 
Y ??2? 鉄2紊?7.5 ?.3 
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図5.10　志賀マップ(長町代表建物)
図5.5　志賀マップ対象建物データ(長町)
ID 筈)giD?朗用途 僭??班 ??･:.ー●■… (dF) ?唏饕?4??Fﾂ?綷?兩ｸ犬?ank ????ﾂ?6)Eh?Fﾂ?ｹん ( ?ｩ?咎|ﾔ､R?･｢?IS 
長町202 ??住居 ?ゅ#3CB?40.8880 ??461 鼎?Ⅹ 燃ﾕ?1 都?9.1 ?.4 
Ⅴ ??2? ?2?8.8 ?.3 
長町203 鉄?事務所 ?ゅ#33B?40.8873 ??64 鉄R? 燃ﾕ?1 ?C?4.9 ?.4 
y 披ﾕ2? 都"?.9 ?.6 
長町204 ?"?末ｱ所 ?ゅ#33B?40.8874 ??50 都b? 燃ﾕ?1 田r? ?.3 
y ??2?1 田?7.4 ?.4 
長町205 鉄?店舗 ?ゅ#3SR?40.8874 ??17 都r? ?ﾂﾕ2? ???.3 ?.1 
y 燃ﾕb? 田R?.1 僮.4 
長町207 ??住居 ?ゅ#3Sr?40.8865 ??97 田r? 燃ﾕ?1 ???.9 ?.7 
Ⅴ ??2? ?C?4.6 ?.9 
長町208 鉄?病院 ?ゅ#3CR?40.8854 釘?52 田R?] 披ﾕ2? 都?7.3 ?.4 
Ⅴ 燃ﾕ?1 塔"?.8 ?.6 
長町210 ?R?ｿ院 ?ゅ#33?140.8851 ??467 ?32? 燃ﾕ?1 塔?5.1 ?.7 
V ??2? 都?5.4 ?.9 
長町215 鉄2?Z居 ?ゅ#3Cr?40.8818 釘?404 鉄R? 燃ﾕ?1 ??ll.9 ?.8 
Ⅴ 披ﾕ2? ?b?l.1 ?.7 
長町216 鉄?事務所 ?ゅ#3??40.8864 ??51 鉄"?] 披ﾕ2? ???.5 ?.9 
Y 燃ﾕb? 田B?.6 ?.3 
長町217 ??事務所 ?ゅ#3??40.8861 ??05 ?Cr?] 燃ﾘu?1 田R?.7 ?.6 
Y 披ﾕ2? 鉄?5.1 ?.8 
長町218 鼎?病院 ?ゅ##釘?40.8837 迭?824 鼎"?] 披ﾕ2? ?r?7 ?.5 
y 燃ﾕ?3 ??12.4 ?.8 
長町219 鼎r?末ｱ所 ?ゅ##迭?40.8846 ??98 ??? 燃ﾕb? 塔?5.1 ?.9 
Ⅴ ?ぷ2? 塔?5.2 ?.9 
長町220 儻9k?事務所 ?ゅ#3??40.8853 ??08 ???ｿ 燃ﾕ?2 涛r?.7 ?.7 
V 披ﾕ2? 都"?.4 ?.I 
長町221 鼎R?末ｱ所 ?ゅ#3??40.8853 ??15 ???] 燃ﾕb? ?s2?.5 僮.1 
Ⅴ 披ﾕ2? ?2?.7 ?.9 
長町226 ??住居 ?ゅ##c"?40.8818 釘?412 鼎?冗 燃ﾕb? 釘?2.8 ?.9 
▼ 披ﾕ2? 鼎R?l.8 ?.3 
tTT227 ?r?Z居 ?ゅ##sr?40.8818 ??803 鼎2? 披ﾕ2? ?b?6.9 ?.5 
y 燃ﾕb? 都B?.5 ?.4 
長町228 ?b?a院 ?ゅ##SR?40.8833 ??044 鉄?X 燃ﾕb? 鉄B?.6 ?.0 
y 披ﾕ2? ??? ?.1 
長町229 ??病院 ?ゅ##SR?lo.8833 ??48 鉄b? 燃ﾗ?1 ?r?0.8 ?.7 
Ⅴ 披ﾕ2? 涛?6.9 ?.9 
長町230 ??店舗 ?ゅ##s?140.8844 ??679 ?"?] 披ﾕ2? ??20 ?.5 
Ⅴ 嚢自?? ?2?8 ?.5 
長町231 ?r?末ｱ所 ?ゅ##s2?40.8846 釘?320 鼎R? 燃ﾕ?4 ?B?4.5 ?.6 
Ⅴ 披ﾕ2? ?R?4.4 ?.6 
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図5.11志賀マップ(上杉代表建物)
表5.6　志賀マップ対象建物データ(上杉)
ID 筈)giD?使用用途 肌H.b?r虎 ??廼両耳 (ZZF) ?､?V7Dﾃ(?B?方向 兩ｸ犬?ank 優?ﾂ耡?ｹん析応力LE (b) ?E2?
上杉302 鉄2?末ｱ所 ?ゅ#s#?140.8714 ??70 鉄2?] 燃ﾕb? 鼎?9.8 ???
Y ??2? 塔?75 ?R?
上杉303 ?r?X舗 ?ゅ#s3R?40.8704 釘?22 田B? 肇｢ﾕb? 塔B?.8 ?綯?
y 曝6u2? ??9.7 ?纈?
上杉305 ??事務所 住居 ?ゅ#s#r?40.8701 ??233 塔"? 披ﾕ2? 都?6.5 ?絣?
y 燃ﾕb? 田B?8 ?B?
上杉306 鼎"?俣???ゅ#s#R?40.8693 ??48 鉄2?] ??2? 鉄"?.5 ???
Y 燃ﾕ?1 都B?9 ?B?
上杉317 鼎?事務所 ?ゅ#s??40.8731 澱?581 鼎B? 燃ﾕ?3 ??14.0 ?縒?
Y 披ﾕ2? ??187 ?B?
上杉319 ?r?梼ﾔ坊 ?ゅ#s??40.8742 ??9 塔r? 披ﾕ2? ??l.5 ?縒?
Y 燃ﾕ?3 ??15 ?r?
上杉324 鼎b?末ｱ所 ?ゅ#s??40.8717 途?136 塔?又 披ﾘ.r? ?r?.6 ?纈?
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(1)志賀マップによる建物評価の正当性
1978年の地震後より卸町地区に関しては志賀らにより､志賀マップを用いた研究の報告1)がな
されている｡多くの研究においては志賀マップの適合性は高いとされてきた｡志賀マップでは桁
行方向･梁間方向に関して壁率とせん断応力度の評価が可能である｡そのなかで､今回の再評価
において､桁行方向･梁間方向のどちらかに関して被害ランクと志賀マップ上のプロット位置が
～
適当であるものは､卸町地区では評価対象である118棟中90棟以上､長町地区では31棟中28
棟､上杉地区で108棟中70棟以上という結果となった｡
(2)卸町地区評価結果
前述の通り卸町地区では約8割のRC造建物について､志賀マップによるプロット位置と妥当
な被害ランクが得られている｡すなわち､壁の多い建物に関して被害が小さく､壁が少ない建物
の被害が大きくなると大よそ言える結果となった｡一方で､図5.9及び表5.4より､被害ゾーン(図
中の水色網掛け部)外において､卸町035や卸町105に代表されるように被害ランクの高い建物
も見られた｡逆に卸町033や卸町038のように被害ランクが小さいのに､被害ゾーンにプロット
されている建物も存在した｡被害ランクⅤの建物は1階にほとんど壁が無いピロティー形式のも
のであったことや､志賀ら7)の研究から偏心率が0.15を超えるものも報告されていることも考
えると､多少プロット位置と相当の被害ランクに相違があると考えられる｡ 5.2での地震動評価
でも卸町地区の入力地震動は大きかったことがわかっており､地震動に基づくさらに詳細な評価
を行う必要性が考えられる｡
(3)長町地区評価結果
長町地区ではほぼ全ての建物に関して､志賀マップのプロット位置に相当する被害ランクが得
られたことから､建物の耐力不足が地震被害の大きな要素であったと考えられる｡
(4)上杉地区評価結果
上杉地区は他の2地区に比べて､約1割から2割ほど志賀マップによる評価と実際の被害ラン
クが一致しないケースが多かった｡図5.9を見ると､被害ゾーン内にプロットされているにもか
かわらず､被害ランクがⅠないしⅡと軽微であった建物が多かったことが要因と考えられる｡ 5･2
での地震動評価でも卸町･長町地区に比べて地震動は小さかったため､壁率など建物の性能は低
くても被害が発生しなかったものと考えられる｡
(5)志賀マップによる被害の検討
図5.9-図5.11では青色でNS方向の壁率のものを､黒色でEW方向の壁率のものを示してい
る｡既往の研究8)仙台市域は南北の揺れが大きかったとされている｡南北方向と東西方向のIs値
の違いと被害ランクに注目すると､図5.9及び表5.4より､卸町032では東西方向Is値は被害ゾ
ーンに近い0.6であるのに対し､南北方向のⅠ8億は1.6となっており､被害ランクⅡと軽微な被
害になっている｡また､図5.11及び表5.6より､上杉352では東西方向では被害ゾーン内にプロ
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ットされるにも関わらず､南北方向では18倍1.3と大きくなっており､被害ランクⅡと軽微にな
っている｡上杉337も同様の調査結果となっている｡一概には判断できないが､ 1978年宮城県
沖地震における方向性があったことも考えられる｡
5.3.3　地震動特性と建物被害
(1)建物のモデル化と被災度の評価
本報告では文献9)を参考に建物のモデル化･被災度の評価を行った｡建物は全てせん断型モデ
ルとし､靭性指標F値は1.0とした｡図面のある建物については詳細に各値を定めるが､図面の
ない建物については高さを一律4000mm､各階の単位堆積重量を10kN/m2として床面積より算
定した｡建物のモデル化に使用する18倍(Ⅰ82)は､文献7)の当時の建物における1次診断用Ⅰ8値
と2次診断18億の関係を参照し､下式①より算定する｡
182王0.77 × Ⅰ81+0.06　　･ ･ ･G)
ここで､ Islについては5.3.2で志賀マップから定めた値を1次診断レベルとした｡
モデル化したスケルトンカープと再現地震動(5.2)による所要耐力スペクトルを用い､塑性化に
伴う減衰を考慮した応答点を算出し､被災度を評価した｡せん断型モデルでは塑性率0.5相当か
ら1.5までを小･中破とし､ 1.5より大きくなると大破･崩壊とした｡
(2)地震動特性と評価結果
5.3.2の評価の中で志賀マップのゾーニングと一致しなかった建物についてスケルトンカーブ
と所要耐力スペクトルを用いた評価を行うものとする｡次ページの図5.12に建物のスケルトンカ
ープ､最近傍のボーリングデータまたは所属250mメッシュデータを用いた時の所要耐力スペク
トル(減衰を考慮)､塑性率Muと評価に基づく被災度を示す｡
卸町035は図5.9では被害ゾーンよりはるかに安全とされる(8.4, 44.72)にプロットされている
が､被害ランクはⅢと中破レベルであった｡図5.12(b)を見ると0.58付近の周期帯にスペクトル
が大きくなる傾向が見られ､応答点における等価周期もほぼ0.58であり､卸町035の塑性率は
1.45と大破･崩壊レベルに近い値となっている｡卸町035は1978年宮城県沖地簾の卸町地区の
地震動において､応答が大きくなるスケルトンカープであったといえる｡同様に卸町105でも図
5.9では安全ゾーンにプロットされていたにもかかわらず､所要耐力スペクトルによる評価では
Mu=1.44で､大破に近い小･中破と評価された｡
一方､図5.9-図5.11で被害ゾーン内にプロットされているにもかかわらず､比較的軽微な被
害ランクのものも見られた｡これらの建物に注目すると､卸町038は図5.9で明らかに被害ゾー
ン内にプロットされているにもかかわらず､被害ランクⅡであったが､図5.12(e)を見ると､
Mu=1.0以下の小･中破と被害ランクⅡレベル相当であると評価される｡このような評価は特に上
杉地区で多く見られた｡上杉地区で志賀マップの適合率が他の2地区と比べ低かったのはこのた
めであると考えられる｡
最後に､長町226はNS方向に著しく弱く､ EW方向も強い建物ではないため､図5.10では被
害ランクとプロット位置に線引きが難しいと判断されたが､図5.12(カではMu-1.0以下の小･中
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破であり､被害ランクⅡレベル相当であると評価される｡同様に卸町082､上杉332､上杉369
でもNS方向の15億が危険ゾーン内にあるにもかかわらず､被害ランクが小さい評価になった｡
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(図中の緑点線は左上から0. 3S,0. 5S, 1. Osの周期の線を示す｡ )
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(3)地震動特性による建物被害の地域差
図5.13には長町地区に存在する実在の建物のスケルトンカープと卸町地区･長町地区･上杉地
区のボーリングデータの代表点を用いた場合の所要耐力スペクトルを示す｡最大加速度･最大速
度の比較では､概ね､卸町地区が一番大きく､長町地区､上杉地区の順番で応答が小さくなって
いく傾向が見られた｡しかし､図5･13.では長町地区の地震動を用いた所要耐力スペクトJyによる
応答点の方が､卸町地区の地震動を用いた所要耐力スペクトルによる応答点よりも､塑性率Mu
が大きくなった｡スペクトル形状から0.88から1.08にかけて､卸町地区代表点より長町代表点
の方が､スケルトンカープの形状によっては応答が大きくなることがわかる｡卸町地区､長町地
区の全てのデータにおいて､このような現象が起こっているわけではないが､長町地区の一部ボ
ーリング地点では､このような現象も見られた｡以上より､スペクトル形状の地域性は建物被害
に大きな影響を及ぼしていたことがわかった｡
0.00　0.04　0.08　0.12
.U(nl
図5.13　所要耐力スペクトル(3地区比較用)
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5.4　まとめ
1978年宮城県沖地震における建物被害の再評価をするにあたり､評価対象地区における地盤情
報を更新した上での地震動特性の検証と､当時の建物データ及び再現した地震動を用いて建物被
害の再評価を行った｡
地震動は地域により最大応答やスペクトル形状が大きく異なることが確認された｡このため､
～
単純に建物耐力や地震動の大きさのみでは､被災度の判定を十分にできるとは言えず､スペクト
ル形状やスケルトンカープにより被災度の大小が区分されたことになる｡また､建物被害の地域
差もスペクトル形状の地域性によるものもあったと考えられる｡
最後に今回の報告で､志賀マップによるゾーニングと被害ランクが一致しない建物を中心に再
評価を行ったが､所要耐力スペクトルを用いた評価により､被害ランク相応の評価が得られた建
物が多かった｡しかし､さらに数棟残るプロット位置と被害ランク.が不相応かつ所要耐力スペク
トルを用いた評価でも不適合であった建物に関して､建物モデル化の際の靭性評価に改善点があ
ると考えられる｡
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6　再現地震動分布に基づく既存建築物の耐震改修優先度評価
6.1公共建築物の耐震改修優先度評価
6.1.1　はじめに
過去の地震災害調査によると建築構造物群の構造被害は建設年代によって異なり年代が新しく
なるほど被害率が小さくなっている｡これは､耐震基準の変遷により構造物の耐震性が向上した
ことによる｡ 1981年の新耐震設計法の施行により､終局耐力設計法の導入と建物の高さ方向の
せん断力分布(Ai分布)や地盤種別ごとの振動特性(Rt曲線)を反映した設計がなされるよう
なった｡ 2000年の改正基準法では､ 2段階の性能設計に基づく設計体系となり､敷地地盤の表層
地盤の増幅特性を考慮した設計法が取り入れられた｡しかし､ 1981年以前の耐震基準で設計さ
れた建物は耐震性に問題があるものが多く､ 1995年の兵庫県南部地震を契機に耐震診断を行い
耐震性能が十分でないものについては耐震補強を行うことを推奨する法的対応がなされた｡しか
し､建物地震時の地盤の揺れは地盤構造によってかなり異なることは､これまでの多くの地震観
測データからも明らかであるにもかかわらず､耐震補強を行う場合の耐震性能の目標値(構造耐
震指標Is値)は必ずしも地盤条件と調和したものとなっていないのが実状である｡
建築物の耐震改修には多くの費用と時間がかかり､一度に全ての建築物の耐震改修を行うこ
とは不可能であり､宮城県沖地震のように切迫している地震の場合には特に､耐震改修の優先度
は重要である｡耐震改修を行う場合､平成15年7月に策定された｢学校施設耐震化推進指針｣
では､単純に構造耐震指標Is値が低い施設から耐震改修を実施しない基本方針を文部科学省と
して打ち出したが､これに沿った耐震改修の優先度を考慮した耐震改修の促進が必要である｡し
たがって､構造物群に対する耐震改修を実施する際には､優先順位を決定し､計画的･段階的に
取り組む必要があり､費用対効果の大きいものが望まれている｡
以上の背景から､ 1978年宮城県沖再現地震動データと公共建築物の耐震診断データに基づき､
姐P (階層分析法) 1)により耐震改修の優先度評価を行った｡
本手法では､都市構造物(既存公共建築物)の耐震改修優先度評価として､耐震性能､建築年､
階数､用途などを代表とする個々の建築物の違い､また､地域による地盤･地震動の特性の違い
をA肝(階層分析法)を用いることで総合的に評価するもので､行政担当者の耐震改修に関する
意思決定支援を行うことが出来ると考えられる｡
6.1.2　耐震改俸優先度評価手法
耐震改修優先度評価手法概要
本手法では､対象とした建築物について､どのような優先順位で､どのような補強(目標とす
るIs値(構造耐震指標)の設定)を行えばよいかを検討することができる｡
建築物の耐震改修優先順位は､ ① ｢直接被害の低減｣ ､ ② ｢間接被害の低減｣ ､ ③ ｢建替え計
画との整合性｣という3つ評価基準により総合的に評価する2)a ①は､地震時に建物がどれだけ
被害を受けるかを評価する基準で設定した地震に対して建物位置の地震動の大きさと建物の耐震
性を考慮し､大きな被害を受けるものを優先するという評価､ ②は地震時に建物が被害を受ける
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ことで､どれだけ社会的な影響を及ぼすかを評価する基準で､地震時に周囲に与える影響が大き
いものを優先するとう評価､ ③は､建替えによる費用対効果と改修による費用対効果を評価する
基準で改修による利益(費用対効果)が大きいものを優先するという評価である｡
対象建築物の3つの評価基準に対する評価値は､あらかじめ地震応答解析などのシミュレーシ
ョンにより算出した結果より与えており､各評価値を足し合わせたもの(優先度)が大きいもの
ほど耐震改修の優先順位が高いb/のとなる｡しかし､耐震改修の優先順位決定問題に'対して､各
評価基準が他の評価基準よりどの程度重要かは利用者によって考え方が異なる｡そこで本手法で
は､利用者が､優先度の決め方に意思決定を反映できるように､ A肝の一対比較による各評価基
準の重み付けで評価値の足し合わせ方を決定することがきる｡
対象建築物群チータ
I-建築物群データベースは､データ欠損がないもの(各階の構造耐震指標Is値､強度指標CT ･
SD値､など解析に必要としたデータが欠損していないもの)であり､仙台市の公共建築物を対
象としたデモ版支援システムでは281棟であり､地震ハザードマップ(1978年宮城県沖地震再
現地震動pGA分布)に公共建築物のIs値の高低を色分けしてプロットすると図6.1のようにな
る｡ほとんどが低層建築物で2-4階である｡また､耐震性能が低いとされる旧耐震(1981年)
以前は全体の2割弱であった｡図6.2に281棟の最小Is値､最小CT･SD値(Ⅹ方向･Y方向
別)の頻度分布を示す｡最小Is値は0.6程度にピークを持っていることがわかる｡また､全体
の4割程度が0. 6未満であった｡
図6･ 1仙台市公共建築物Is値と1978年宮城県沖再現地震動pGA分布
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(a)最小ⅠS値 
平均:-0.502 
標準偏差:0.508 
0.5　　　　　1　　　　1.5　　　　　　2　　　　　　2.5　　　　　　3
最小Is値
(b)最小CT.SD値 
平均:-0.773 
標準偏差:0.484 
0.5　　　　1　　　　1.5　　　　　2　　　　　2.5　　　　　3　　　　　3.5
最小CT･SD値
図6.2　仙台市公共建築物の最小Is値頻度分布と最小CT ･ SD値頻度分布
耐景補強のための目標ls値の投定
目標Is値は､ ''指定IsO値''､ "最適Ⅰ8値''という2通りの目標値を設定した｡指定IsO値
は､耐震診断基準に改正基準法の考え方(表層地盤の増幅特性)を取り入れたものである｡また､
最適18倍による場合は､ Ⅰ8億の上昇値の最適値をGA (遺伝的アルゴリズム)により決定する(図
6.3)ものであり､評価関数を補強後損傷額と補強費用の和とし､これが最小となるようにIs値
を最適値として決定する｡
(1)指定Ⅰ80値を指定する場合3)
指定IsO値は次式を用いて算定する｡
IsO- iE80×ZXGxFh) ×UXα　　　　　　　　　　　　(6.1)
ここに､ EsO :工学的基盤の耐震判定基本指標(-0.4)､ Z :地震地域係数(仙台地域では1.0)､
G:地盤増幅係数(-GsXβ)､ Gs:地盤増幅率(安全限界)､ β :地下階低減係数､
Gs､ βともに国土交通所告示に示されている考え方によるo Fh:減衰補正係数､ U:用途係数(Ⅰ
類で1.25､ Ⅱ類で1.17､ Ⅲ類で1.00)､ α :建築年低減係数(1971年以前で2/3､ 1972年以降
で1.0)である｡ E80 (-0.4)は耐震診断基準の耐震判定基本指標Es (-0.6)を第2種地盤の
平均的な地盤増幅率1.5で序した値である(改正基準法の工学的基盤標準応答スペクトルの設定
根拠に対応)｡増幅率はGにより詳細に(250mメッシュ単位で)評価する｡振動特性係数(Rt)
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を考慮すると､長周期側では0.4より下回るが､ここでは､安全側を見て一定値の0.4としてい
る｡
式のt( )内の値が0.6未満の場合は0.6とする｡また､建築物のIs値が指定IsO値より大き
い場合には補強を行わないものとした｡
(2)最適Is値を指定する場合4)
補強後損傷額と補強費用の和が最小になるように遺伝的アルゴリズムにより最適なⅠ8値を探
索する｡探索範囲は0.6≦Is≦2.0とした｡
補強費用Crは(補強後Ⅰ8値一補強前Ⅰ8値)に補強単価を掛けることで補強費用を算出した｡
Cr-AIs XAX C　　　　(6.2)
ここに､
Cr :補強費用
』Ⅰ8 :補強後のⅠ8億の増分
A :建築物の延床面積
C:補強単価(-7万円)
補強後損傷額は､補強後の復元力モデ
ルと地震動スペクトルを用いた限界耐力
計算法により塑性率より算出した｡限界
耐力計算と､塑性率と損傷額については
後述する｡
また､建築物のⅠ8倍が2.0より大きい
場合には補強を行わないものとした｡
図6.3　最適Ⅰ8倍を用いた場合のフロー
補強前､補強後､あるいは最適Is値を算出する過程では､設定した地震動に対する損傷度評価
を行っている｡地震動に対する建物応答は限界耐力計算法を使用しており､損傷度は塑性率の算
定により評価した｡
損傷土評価手法
(1)構造物のモデル化と地震応答解析
公共建築物の各階CT･ SDデータより多自由度系モデルを作成し､限界耐力計算法と同様の方
法で等価な1自由度系モデルに縮約するo等価1自由度のsq-sd曲線は､多自由度系に対する刺
激関数に比例した荷重分布で静的荷重増分解析を行い､各ステップの荷重と変形モードから計算
した｡なお荷重分布は､塑性化による1次モード形の変動は考慮しないものとした｡
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建物の地震応答解析として､速度応答スペクトルを入力とした等価線形化法による解析を検討
する｡等価線形化法による応答解析は､限界耐力計算法と同様の方法で行った｡復元力特性にお
ける骨蕗曲線は､ D-Tri型に理想化したモデルを設定する｡
また履歴則は､申こ応じて原点指向型､あるいはTakedaモデルに従うものとし､粘性減衰は
3%の初期剛性比例型､質量は弾性時における等価質量とする｡骨格曲線のモデル化と順序を図
6.4に示す｡
F≦1･O R,=1/250　:原点指向型
1･0<F≦1･27　R,:線形補間:Takeda (6.3)
1･27 <F R, =1/150　: Takeda
⑤3. , ⑳d,X'
図6.4　骨格曲線のモデル化
(2)塑性率と被災度､塑性率に対応した損傷額
復元力モデルは申こ応じて塑性変形性能の異なる3種類を設定した｡塑性率と被災度の関係
を図6.5に示す｡
軽微　　/1､破､中破､大破　　　崩旗
=≡コ　　　　　　　　　　　　　⊂;コ
dy　2d,　3d,　　5d,a a, l･5d, 2d,　3d,
Ⅰ)曲げ型(終局塑性率5)　　　Ⅱ)曲げせん断型(終局塑性率3) Ⅲ)　せん断型(終局塑性率
図6.5　復元力モデルの設定
次に塑性率に対応した損傷額を設定する｡
諏訪ら5)は､兵庫県南部地震における被害建物27棟(小破14棟､中破10棟､大破3棟)を
対象に補修費用の統計的性質に関して検討を行っており､被災度に応じた補修費用の平均値と変
動係数を検討し､補修費用の確率分布は対数正規分布がデータと適合性がよいとして表2に示す
ような平均値と変動係数を与えている｡図6.6には表6.1の平均値､変動係数をもとにして各被
災度に対応する補修費用の対数正規分布を示す｡
表6. 1被災度に応じた補修費用の平均値と変動係数
小破 ?iF｢?蜚j 
平均値(円/m2) ?づ??87,346 ??ﾃ??
変動係数 ??3?1.083 ????
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4　　　2　　1　　　8　　　6　　　4　　2. 1　　｣　　o+　　0　　0　　0　　00　　　0　　　　　　　0　　　0　　　0　　0
噂*称号
メ I 之廼ﾒ????
5　　　　10　　　15　　　　20　　　　25
補修費用[万円/rd】
A-ln(m/Ji句,i -両珂
A:対数平均､ i:対数標準偏差
m:平均､ V:変動係数
く小破〉
exp(ち-負) =1･1, exp(42 +52)=6･3
く中破〉
exp(ち -負) - 2･5, exp(ち+i,)- 143
く大破〉
exp(ち-i.) -i･9, cxp(ん十g.) -15･2
図6. 6　被災度別補修費用の対数正規分布
上記の被災度と補修費用は､連続的な損傷度(塑性率)と対応していない｡ここでは､各被災
度の確率分布の標準偏差を考慮して被災度境界における損傷額を以下のように設定した｡図6. 7
に示すように小破から大破までの境界点間にある塑性率は直線補間するものとした｡また､軽微
以下は補修しないものとし､ 0.0[万円/mn]と設定し､崩壊は平均的な新築費用として25.0[万
円/m2]とした(図6.8) o
2　　　　3
塑性率
4　　　　5　　　　6
一一｣ト.･.･.地境
手大破
中破
工′J噸
一一一●-
軽微以下
図6.7　モデル毎の塑性率と損傷額の設定
塑性率-　　o　　　　　　〝 1　　　　〟2 〝3　　　　　　　　〟4
′憎の下限‥ cxp(ち-島)-111　　　中破の下限:喜(exp(h･EZ)･exP("))-4･4
大破の下限:壬(exp(")･exp("))-ll･4大破の上限: exp(W.)-.512
図6.8　損傷額の設定
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被災度制限の投定
1978年宮城県沖再現地震動に対して建物用途分類( Ⅰ類､ Ⅱ類､ Ⅲ類)に応じた被災度制限を
設定した｡ Ⅲ類の建物が大破以下(崩壊しない)となることを基準として､ Ⅱ類､ Ⅰ類と建物重
要度のグレードが上がるにつれて､中破以下､小破以下と順に設定した｡
I
評価基準の設定
どのような建築物から耐震改修を実施すればよいかを評価するためにi.直接被害の低減､並.
間接被害の低減､ ii.建替え計画との整合性　という3つの評価基準を設定した｡以下に各評価基
準の内容を示す｡
(1)直接被害の低減
｢直疲被害の低減｣という評価基準は､地震による構造物の直接的な被害を抑えることに観点
を置いたものである｡つまり､設定した地震動による建築物の被害が大きいものから順に耐震改
修を実施するという評価となる｡
建築物の被害程度(損傷度､単位面積あたり損傷額)は､設定した地震の建築物立地点の応答
スペクトルと設定した建物復元力特性を用いて限界耐力計算による塑性率から算定した(3.2の
損傷度評価参照) ｡
(2)間接被害の低減
｢間接被害の低減｣という評価基準は､地震による構造物の直接的な被害が及ぼす人的被害･
社会的影響を抑えることに観点を置いたものである｡ここでは､建築物の地震時における防災上
の耐震安全性における重要度として評価した｡
建築物の防災上の耐震安全性における重要度は､仙台市による建物用途分類(Ⅰ類､ Ⅱ類､ Ⅲ
類)により定めた｡この分類は､仙台市における既存建築物の目標Ⅰ8億(用途別耐震判定基本指
標Esu)の設定にも用いられている6) (表6.2)｡
表6.2　仙台市における防災上の重要度に応じた目標Ⅰ8値の設定(既存公共施設)
Ⅰ類(市役所､市立病院､消防本部及び消防署) 冦ｩUxuCふ?sR?
Ⅱ類(区役所､消防出張所､福祉施設､市民利用施設など) 冦ｩUxuCふ?r?
Ⅲ類(一般市有施設) 冦ｩUxuE2ﾓ?b?
仙台市における防災上の用途指標U (建築物の重要度による補正係数)は目標Ⅰ8-E8u-E8×
U-0.6×Uより､ Ⅰ類で1.25､ Ⅱ類で1.17､ Ⅲ類で1.00となっている｡
(3)建替え計画との整合性
｢建替え計画との整合性｣という評価基準は､改修による費用対効異に観点を置いたものであ
る｡ここでは､建替えによる費用対効果に対して､耐震改修による費用対効果が大きいものから
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順に耐震改修を実施するという評価とした｡
耐震改修を実施した場合による総コスト/年は､設定した地震が建築物の残余期間中(既存RC
造耐用年数一築年)に必ず起こるものとしてRl- (補強費用+補強後損傷額) / (残余期間)
とした｡また､建替えを実施した場合による総コスト/年は､設定した地震が耐用年数(新築RC
造耐用年数)中に必ず起こるものとしてR2- (建替え費用+建替え後損傷額) / (新築耐用年
敬)とした｡
ここに､補強費用: (Ⅰ8倍の増分) × (建物延床面積) ×7万円
補強後損傷額:限界耐力計算による損傷度に対応した損傷額(6参照)
既存RC造耐用年数: 60年､新築RC造耐用年数: 47年
建替え費用: (建物延床面積) ×25万円､建替え後損傷額: 0円
建替え計画との整合性に関する指標として設定するR-Rl/R2が小さいものほど耐震改修に
よる効用が大きいものと判断した｡
AHP (階層分析法)
(1)評価基準の重み設定
耐震改修優先度評価では設定した評価基準を総合的に評価できるようにAHP (階層分析法)を
用いた｡意思決定者は､各評価基準に表6.3に示すような耐震改修に関する重みを設定すること
ができる(各評価基準の一対比較)｡
表6.3　評価基準の重みの設定
都市構造物の耐震改修優先順位決定問題に対して 
･評価基準1は評価基準2より(下記より選択)である 
･評価基準1は評価基準3より(下記より選択)である 
･評価基準2は評価基準3より(下記より選択)である 
1 ??h*ﾘ.x*(?wb???也?'F?6R?
3 傅ﾘ+X?wb?V?也?&ｶ?R?
5 ???因IwbョG$?v也?'F?6R?
7 儖?ﾘ,偬Iwb㌶W'?G$?v率??F?6R?
9 仂??H?wb?'6?WFV也?'F?6R?
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(2)評価基準に関する指標の評価値変換
耐震改修優先順位決定問題に対する評価基準の重要度は利用者による一対比較によって与えら
れるが､各評価基準に対する建築物の重要度は一対比較ではなく､各評価基準に関する評価値に
よって与える｡設定した各評価基準に関する指標は相互間で単位が異なるため､ AIIP演算を行う
ことができるように評価関数を用いて0-1の値に基準化したo以下に基準化の方法を示す1
(a)直接被害の低減に関する指標-評価値
直接被害の低減に関する指標は単位面積あたりの損傷額で設定した｡損傷額は0万円から25
万円の範囲で値をとり､指標催Ⅹ1を次式の評価関数により評価値Elに変換した(図6.9)｡
E1-1/15.2×Ⅹ1 (0≦Ⅹ1≦15.2)
- 1　　　　　(15.2<Ⅹ1)
指標借Ⅹ1
(6.4)
0　　　　　　　　15.2　　　　25万円
大破の上限値　　崩壊
図6.9　直接被害の低減に関する評価関数
(b)間接被害の低減に関する指標-評価値
間接被害の低減に関する指標は建物用途分類によって設定した｡表6.4に用途分類と指標値の
関係を示す｡指棲値Ⅹ2を次式の評価関数により評価値E2に変換した(図6.10)｡
E2- - 1/4×Ⅹ2+5/4　　(1≦Ⅹ2≦5)
表6.4　用途分類と指標値
分類 倡yUy&ﾂ?ﾓ"?
Ⅰ類(3階建て以上かつ1000m2以上) ??
Ⅰ類(上記以外) ??
Ⅱ類(3階建て以上かつ1000rrf以上) ??
Ⅱ類(上記以外) 釘?
Ⅲ類 迭?
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(6.5)
特定建築物:現行の耐震基準に適合しない建築
物(一般に昭和5 6年5月以前に建築確隈を受
けたもの)のうち､下表の用途に使用されるも
ので､階数が3以上かつ床面棟が1 0 0 0TZf以
上の建築物
指標値Ⅹ2
1　　　　　　　5
Ⅲ類
図6.10　間接被害の低減に関する評価関数
(C)建替え計画との整合性に関する指標-評価値
建替え計画との整合性に関する指標Ⅹ3は次式によって設定した｡指標値Ⅹ3を式(7)の評価関
数によって評価値E3に変換した(図6.ll)｡
Ⅹ3 - Rx/RO
RO - (CO+CdO)/yO､ Rx- (Cx+Cdx)/yx
(6.6)
ここに､ ROは建替え後の単位年当りの費用､ Rxは補強後の単位年当りの費用
CO :建替え費用､ CO-AXuO
A :延床面積､ uO :単位面積あたりの建替え単価(25万円)
Cx:補強費用､　Cx-』IsXAXux
』Is :補強によるIs値上昇値､ A:述床面積
ux :被災度に対応する単位18億･単位面積あたりの補強単価
(7万円/Ⅰ8 ･ rrf)
CdO :建替え後の損傷額､ Cd0-0 (建替え後の被害程度は軽微以下と過程)
C血:補強後の損傷額
yO:新築RC達の耐用年数､ y0-47
yx :残余期間､　　　　yx-60-year､ 60 ‥既存RC進の耐用年数､ year :築年
yx>0のとき､
E3--Ⅹ3+1　(0≦Ⅹ3≦1)
-0　　　　　　　(1<Ⅹ3)
yx≦0のとき
E3-0
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(6. 7)
指標値Ⅹ3
0　　　　　　　1
RO >Rx RO-Rx RO<Rx
図6.11建替え計画との整合性に関する評価関数
(3ラー耐震改修優先順位の対象外建築物
耐震改修優先順位決定問題に対して､優先順位対象外となる建築物を以下のように設定した｡
<現状維持>
1.補強前の設定地震動による被災度区分が必要耐震性能に対応する被災度以下
2.補強後の損傷額が補強前の補強額以上､かつ必要耐震性能に対応する被災度以下
<建替えあるいは補強方法の再検討>
1.築年が60年以上
2.設定した目標Ⅰ8倍まで補強後､設定した地震動で再び損傷度評価を行い､その被災度区分
が必要耐震性能に対応する被災度を超えるもの
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6.1.3 1978年宮城県沖再現地震動によるシミュレーション
以上の手法により､ 1978年宮城県沖再現地震動によるシミュレーションを行った｡目標Is値
および評価基準の重み付けは表6.5の4通りの条件を用いた｡ Case1,2の結果を図6.12､ CaSe3,4
の結果を図6.13にそれぞれ示す｡
I
表6.5　シミュレーション実行条件
被曹∴:~pJ ?ｨ蒔Bﾒ?hｭI?M?h?ﾘ耳而籀??亦粨?痔｢?
由色■■≡㌻さ ?.目 儷t､?顋靫? ? 透"粨??ﾒ?啌粭? ? ヽ-  ???‥十重喪 ?  
一.ja. ?
=一㌦建替え.革帯_+:...: 
1 剋w定ⅠsO値 劔+ﾉ?Nﾘ･?ｨｼ??H?wb?:?h*ﾘ.x*(??b?+ﾉ?Nﾘ･?ｨｼ??H?wb?
‥2 剋w定Ⅰ80倍 劔:?h*ﾒ?x*(?wb?:?h*ﾘ.x*(??b?:?h*ﾘ.x*(?wb?
3 剄ﾅ適Ⅰ8値 劔+ﾉ?Nﾘ･?ｨｼ??H?wb?:?h*ﾘ.x*(??b?+ﾉ?Nﾘ･?ｨｼ??H?wb?
4 剄ﾅ適Ⅰ8倍 劔:?h*ﾘ.x*(?wb?:?h*ﾘ.x*(??b?:?h*ﾘ.x*(?wb?
まず､改修対象の可否および優先順位の変化という視点から考察する｡ CaSelの結束(図
6.12(a))から､仙台市東部の沖積平野部において改修優先順位が高い､あるいは建替え･再検討
が必要な建物が多くなっていることが分かる｡このことから､地震ハザードの地域内格差の重要
性が覗える｡また､ Ca8elに対してCase2の結果(図6.12(b))は､実行条件の間接被害､建替
え計画の整合性の重要性がCaSelより高いため､仙台市西部の洪積台地部に優先順位の高い建物
が少しあるということが分かる｡同様の傾向がCa8e3,4 (図6.12(a),(b))の結果についても見ら
れるが､ CaSelとCase3の結果を比較すると､ Caselでは現状維持､建替えあるいは再検討とい
う結果の建物が､ CaSe3では改修対象になっていることが分かる｡これは､最適Ⅰ8値を探索する
アルゴリズムの中でスペクトル情報による応答解析を行っているためであり､同じ地盤に建てら
れる建物でも建物固有周期により､その地震リスクは異なるということを示しているものである｡
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(b)
図6.12　指定IsO値を用いたときの優先度評価結果
(a)casel (b)case2
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(b)
図6･ 13　最適Is値を用いたときの優先度評価結果
(a)case3 (b)case4
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次に､最適Is値を用いた場合､その評価関数に補強後損傷額と補強費用の和を用いていると
いうことから､経済的な視点からの考察をする｡比較対象として､各階の目標Is値を一律0.6
とした場合を考え､費用対効果として整理したものを表6.6および図6.14に示す｡これらの結
果から､最適Is値を用いる場合の方が､建替えあるいは再検討という建物が少なく､補強費用
は多いが補強後の損傷額が少ないため改修による費用対効果が高いことが分かる｡
～
表6.6　目標Is値を最適15億と一律0.6とした場合の改修費用対効果
1978年宮城県沖地震再現地震動 
Ll)最適ls 宙*棉2ﾙzS?b?
改修評価対象(改修後中破以下) ?53 都?
現状維持 ?20 ?s"?
建替え  ?
A ?傚ﾘｧ｢運(ｺﾙ??1.423,040 ?ﾃC#"ﾃ涛R?
ら 竸(ｺﾙN??242.167 塔r經??
C ?傚ﾘｻ竕^(ｹ佩2?827,406 ??C??"?
D 弌ﾈ?ﾏ?｢?ﾔ"ﾔ2?353,467 涛RﾃCCB?
l■①最適ⅠS●②ⅠS一律0.6l 
1,600,000 1,400,000 1,200,000 1,000.000 800,000 600,000 400,000 200,000 0 ?劔劔?
一㌧ J叶p ? ?
[ 剪??■ 
卓｣ ?? 
A:損傷額(補強前)B:補強費用C:損傷亀(補強後)D:改修効果(A-B- 
C) 
図6.14　目標Is値を最適Is値と一律0.6とした場合の改修費用対効果
6.1.4　まとめ
公共建築物群を対象とした耐震改修に関する優先度評価手法を構築した｡ Is値の目標値とし
て､建築基準法に表層地盤の増幅率を考慮し比較的簡便な指定IsO値と耐震改修による費用対効
果を考慮した最適Is値の2通りの手法を提案した｡ 1978年宮城県沖再現地震動を対象地震とし
たシミュレーション結果では､地震ハザードの地域内格差によるリスク格差や改修効果を反映しノ
た優先度評価結果を得た｡また､優先度評価では3つの評価基準を組み合わせることにより､意
思決定者(行政担当者)の決定支援に有効であると思われる｡
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6.2　木造建築物群の耐震改俸優先度評価
6.2.1　はじめに
近年の地震被害報告から､ 1981年の建築基準法改正以前に建てられたいわゆる旧耐震基準下
の木造建築物は､新耐震基準によるものと比較して大きな被害を受けていることが明らかとなっ
ている｡一方､自治体の統計によれば､全建築物のうち約85%が木造であり､さらにそのうち約
65%は旧耐震木造建物により占められている(表6. 7) o木造建築物はその大半が私有財産であ
り所有者の経済水準は多様であるため､その実存棟数や耐震性能の低さにもかかわらず耐震診
断･耐震改修が進んでいないのが現状である｡宮城県地域においては旧耐震建物の殆どが1978
年宮城県沖地震を経験しているため当初の耐震性能よりも低下していることが予想され､また､
次の宮城県沖地震の高い確率での発生が指摘されていることから､木造建築物群における計画
的･段階的な耐震改修の促進は今後ますます重要となる｡
表6. 7　仙台市･宮城県における建築年代別木造建築物棟数
- 1950
1951 - 1970
1971 - 1981
1982 -
16,339　(6.9%)　69,豆7百･.1訂雪弼
61,940 (26.3%)　247,854 (29.3%)
6 ,078 (28.9%)　235,209 (27.8%)
89,390 (37.9%)　294,104 (34.7%)
本研究では､耐震改修助成事業などにおける行政-の意思決定支援を目的とし､木造建築物群
を対象とした耐震改修優先度評価手法の構築を行う｡
6.2.2　木造建築物群の耐震改修優先度評価手法の概要
本研究で構築する手法にはA肝(階層型意思決定手法)を用い､意思決定者すなわち行政担当
者の主観を取り入れつつ定量的な耐震改修優先度評価が可能な意思決定支援手法とする. AHPに
よる階層構造は図6･ 13に示すとおりである｡評価基準1､ 2において意思決定者が重要度に関す
る一対比較を行う｡評価基準2では3つの指標を検討し､対象各地区においてあらかじめ評価し
ておく｡最下層｢代替案｣は改修候補となる単位であり､町丁目ごと各建築年代の木造建築物群
とする｡もしくは250mメッシュ単位の地区とし､ ｢より早急な耐震改修促進が必要な地区･建
築年代｣との尺度で評価を行う｡
検討地域は宮城県仙台市であり､全数12,945ある250mメッシュのうち平成14年度仙台市地
震被害想定7)で対象となった6,244メッシュ(図6.14)について評価を行う｡地震動は1978年
宮城県沖地震の再現地震動から各メッシュに対し得られた応答スペクトルを用いる｡
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図6.13　AHPによる問題の階層化
図6.14　対象地域
く塗り潰し部は､対象250mメッシュ)
木造建物に対する耐震性能評価
木造建築物はその実存棟数が非常に多く､また建築年代や建物の平面計画による耐力分布は多
様である｡そのため､個別の建物について逐一評価することは困難である｡ここでは､対象を建
物各棟ではなく建物``群''とし､各建築年代建物の平均的な耐震性能を仮定することで検討を行
う｡建物モデルは文献8)にしたがい設定する｡すなわち､トリリニアモデルとスリップバイリニ
アモデルがせん断力をそれぞれ40%､60%負担する複合型の2質点せん断モデルとする(図6･ 15)｡
また､耐震規定の変遷に合わせた建築年代区分を設定し､年代ごとの耐震性能は標準層せん断係
数C｡の平均値により決定する(表6.8) ｡モデルのその他パラメータを表6･9に示す｡この建物
モデルに対し250mメッシュ各々における応答スペクトルを入力し､限界耐力計算法による応答評
価を行う｡図6.16には､応答値指標｢R｣ (層間変形角)の分布例を示す｡なお､本研究では､
近年の地震被害報告により年代4とそれ以外に被害ランクの大きな差が見られることなどから､
年代区分1-3を対象とする｡
表6.8　建築年代の区分と各年代Co
年代区　建築年代　Co平均　Co標準偏
表6.9　建物モデルのパラメータ
図6.16　限界耐力計算による応答値(年代区分3)
-75-
間接社寺低減に関する指標
地震災害における｢間接被害｣とは､一般的には｢地震被災後の経済活動中止等による損失｣
などと定義づけられ､経済損失額すなわち金額に換算して評価されることが多い｡しかし､本研
究で対象とする木造建築物群は大半が私有財産であるため公共性が低く､また被害額換算を行う
ことも容易ではない｡そこで､間接被害を｢地震時の建物損傷･倒壊により瓦磯が前面道路を塞
I
ぐことによる二次的被害｣と定義づけ､以下の2つの指標により評価を行う｡
木造建築物の棟数や分布は､地域の居住人口分布と密接な関わりがある｡また､他の構造種別
と比べ耐震性能が低いため､地震発生時には建物の損傷や倒壊発生のおそれがある｡建物損傷に
よる瓦磯が前面道路を塞げば､避難行動や救助活動の妨げとなり､二次災害の発生危険度も増す｡
そこで､居住人口や建物や密集度を人口密度という尺度で評価する｡図6.17には人口密度指標
｢D｣の分布を示す｡
能島ら9)は､ある地震動レべ/りこ曝される人口により､危険度を面的に評価する｢地震動曝露
指標｣を提案している(震度曝露人口指標)｡木造建築物群が一定以上の地震動レベルに曝されれ
ば､間接被害発生の原因となる｡また､その棟数が多ければ被害危険性はより高まる｡
ここでは､各メッシュにおける建築年代ごと木造棟数データを用い､ある値以上のPGVに曝
される木造建物の棟数(PGV曝露木造棟数指標｢β｣)を評価する｡分布例を図6.18に示す｡な
お､ PGVも1978年宮城県沖再現地震動を用い､文献10)を参考に､地震動レベルの開催を旧耐震
木造建物の大破発生率が50%とされる25.29【em/81と設定した｡
図6.17　人口密度 図6.18　PGV曝露木造棟数(年代区分3)
AHPによる耐責改修優先度評価手法の構築
AHPにより耐震改修に関する問題の階層化を行い､優先度評価をする｡図1に示したような
問題の階層構造を考え､それぞれの評価基準において意思決定者による重要度判定(一対比較)
を行う｡
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AHPでは各評価基準に対する代替案どうしの一対比較を行うが､本研究ではこれに代えて､
前項までに得られた結果(指標値)を導入する｡ここで､指標値はある単位をもつ値であり､指
標値(R､ D､ B)相互で値のオーダーも異なるため､ AHPの計算手法において一様に扱うこ
とは困難である｡また､指標値の値をそのまま用いると最小値と最大値の差が数十%に留まると
いったことも想定され､相対的な埠較を行う際に煩雑となることも考えられる｡そこで､各指標
の評価において得られる指標値を0-1の無次元量(評価値)に変換する｡変換には以下の評価
関数を用いる｡
eJ=
Xj -Xnin
X.AilX I Xtnb
ここで､ xjは代替案jにおける指標値Xであり､ xn.kおよびxJj:全指標値における最大値･
最小値である｡また､指標R､ D､ Bの評価値を用いた代替案jの総合評価値pjは下式により求
める｡ Wは一対比較マトリクスより得られるウェイト値である｡ pjの大小により優先度の比較･
評価を行う｡
PJ =WId 'eRi +WlJ 'W2D 'eDj +WlL.W2B ●eRj
6.2.3　代表地点における優先度評価
本研究では仙台市内900の町丁目に指標値を集約し優先度評価を行っているが､ここでは代表
地点を抽出して手法による優先度評価をし､考察を行う｡
代表地点は､図6.19に示す6地点(メッシュ)とする｡これらは長町一利府断層に直交する測
線上にあり､断層の東西では表層地盤が大きく異なる｡各地点において旧耐震3年代の建物群を
対象とするため､代替案数は6×3=18である｡
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本研究での目的･対象を考えれば､本来ならば自治体の担当者が一対比較を行うべきであるが､
ここでは筆者が意思決定者であるとする｡評価基準2､ 3 (図6.13)それぞれにおける一対比較
マトリクスは表6.10のように設定した｡整合度指数C.Ⅰ.値は表中のとおり各々0.1未満でありで
あり､一対比較の整合性があると判断できる｡
表6.10 --対比較マトリクス
階層2(評価基準1) ?ﾉ?Nﾘ･?間接被害 
直接被害低減 ?? 
間接被専低減 ??2? 
(C. l.=0)
階層3(評価基準2) ?ﾈﾏｹjy7?曝露棟数 
人口密度 ??′3 
PGV曝露木造棟数 ?? 
(C. I.=0)
表6･11には､評価により得られた優先度の順に､ 18代替案それぞれの指標値･評価値を示す｡
また､指標R､ Bの各年代を集約t(R :年代ごと棟数による重みづけ､ B :総和)した場合の評
価結果を､同様にして表6.12に示す｡
表6.11手法による耐震改修優先度
順位　　　地点
1　七柵中学校
2　荒浜小学校
3　荒浜小学校
4　荒浜小学校
M互｣粗景漫…
6　国道4号線
7　七郷中学校
8　国道4号線
9　七沸中学校
建築年代総合評価値R評価値D評価値B評価値
1　　　0.367　　　0.487　　0.01 4　　0.002
3　　　　0.349　　　0.464　　0.0 1 0　　0.000
1　　　0.328　　　0.436　　0.01 0　　0.003
2　　　　0.31 9　　　0.424　　0.01 0　　0.003
R 【rad] D l人/kmA2〕 B嘩〕
0.042　　　　91 8.5　　1.6
0.040　　　　62 6.7　　2. 1
0.038　　　　626.7　　1.4
0.037　　　　626.7　　1.3
0.354　　0.1 33　　0.002
0.322　　　0.01 4　　　0.001
0.254　　　0.1 33　　　0.001
0.1 54　　　0.01 4　　　0.000
1　　　　0.31 2
2　　　　0.274
2　　　　0.243
3　　　　0.1 99
3　　　　0.116
10長町一利府断
11長町一利府断層
12　長町-利府断層
13　仙台市役所
14　仙台駅
15　仙台駅
16　仙台市役所
17　仙台駅
18　仙台市役所
1　　　　0.072
3　　　　0.066
1　　　　0.043
1　　　　0.03 9
2　　　　0.038
2　　　　0.035
3　　　　0.023
3　　　　0.020
0. 31　　8531.1　40.9
29　　　　91 8.5　　1.8
23　　　8531.1　49.6
0.01 6　　　　91 8.5　　4.4
0.079　　　0.21 5　　　0.001
0.070　　0.2 1 5　　0.002
0.05 1　　0.077　　　0.000
0.051　　0.01 6　　0.000
0.049
1 0　　1 3826.5　　6.9
0.0 9　　1 3826.5　1 5.8
0.008　　　49 20.4　　4. 1
0.0 8　　1 029.1　29.0
0.040　　0.07 7　　0.000　　0.007　　　49 20.4　1 8.4
0.029　　0,01 6　　0.000　　0.006　　1 029.1　1.3
0.020　　0.07 7　　0.00 1　　0.005　　　4920.4　　2. 7
表6.12　建築年代を考慮しない場合の耐震改修優先度
順位　　地点　　総合評価価R評価値
1　荒浜小学校　　　0.495　　　0.653
2　国道4号線　　　0.425　　　0.444
3　七細中学校　　　0.293　　　0.380
4　長町一利府断層　0.140　　　0.118
5　仙台駅　　　　　0.091　　0.070
｣5　仙台市役所　　　0,069　　　0.056
D評価値B評価値　R[柑d] D[人/加入2] Bl棟]
0.01 0　　　　0.022　　0.038
0.1 33　　　　0.445　　0.027
0. 14　　　　0.037　0.024
0.21 5　　　　0.201　0.01 0
.01 6　　　　0.201　0.008
0.077　　　　0.1 1 8　　0.007
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62S.7　　4.7
8531.1　94.5
91 8.5　　7.8
1 3826.5　　42.8
1 29.1　42.8
4920.4　　25.2
図6.20には､表6. 11による各年代の総合評価値を示す｡また併せて､年代1-3の指標値を
集約した場合の6代替案における総合評価値(表6. 12)を､折れ線にて示す｡今回の検討では
階層2における一対比較値を｢3｣ (直接被害低減を間接被害低減よりもやや重要視)としたた
め､概ね指標Rの傾向に沿ったものとなり､長町一利府断層の東西で総合評価値が大きく分か
れた｡建築年代個別にみると､ 6地点間でその順位が互いに前後する結果となり､特に総合評
I
価値の高い断層東側の地点間でその傾向が見られた｡また､ 3年代集約による評価では3位とな
った｢七郷中学校｣地点の年代区分1建物が､建築年代を考慮した評価においては1位(最も早
急に耐震改修すべき)の評価であった｡
250mメッシュ単位の地震動データや年代区分を用いたことにより､耐震改修の重要度が適切
に評価されたと考えられる｡
0.5
0.45
0.4
0.35
3　　　■■■　　　20.　.2　0
0
埋草鈷中盤
0.15
0.1
0.05
0
仙台市役所　　仙台駅　　長町一利府断層　国道4号線　　七細中学校　託漢小学校
図6.20　手法による総合評価値の分布
6.2.4　まとめ
木造建築物群を対象とした耐震改修に関する意思決定支援手法を構築した｡そのなかでは､
250mメッシュごとのスペクトルデータを用いた応答評価を行い､また建築年代ごとの耐震性能
や現況棟数を考慮できるものとした｡建物モデルの高精度化や､耐震診断における診断結果(無
次元量)を指標Rと等価に扱うことの出来る手法の検討が今後の課題として挙げられる.
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7　おわりに
本成果報告書は平成15年度～平成17年度の3カ年の研究成果をまとめたものである｡内容的
には､ 1 )仙台地域における地域の地震環境と地盤環境に関する最新の知見に基づき観測と解析
の両面から1978年の宮城県沖地震における高精度な地震動分布の評価､ 2)この地震時おける建
物被害状況と地震動特性の関係につVJlて検討､および､ 3 )地震動特性に応じた最適な耐寧設計､
耐震補強､地域の地震防災対策に関する検討を行ったものである｡
平成15年度には､地域の地震動分布や地盤条件の異なる地点における建物の地震応答特性を観
測的に評価を行うための観測体制を整備した｡観測が停止されていた1978年の宮城県地震の際貴
重な記録が得られている仙台駅前の地震観測点である住友生命ビルの地震観測を復活させるとと
もに､ 1978年の地震においてRC達の全戸調査を行った長町地区､卸町地区､上杉地区､および木
造被害の大きかった六郷地区など沖積平野部と丘陵地域に既存強震観測網の観測点との位置を考
慮しながら簡易地震計を25箇所(本科研費により7箇所､国土交通省の建設技術開発研究助成金
により18箇所)に設置し､小型強震計を用いた構造物耐震性能評価のための新規高密度強震観測網
を構築した｡また､地震動のスペクトル特性の地域内格差を考慮した建築構造物の最適耐震設計
法の検討や耐震改修の優先度評価法の検討などを行った｡
平成16年度と平成17年度には､仙台地域の地盤構造に関する最新の調査について整理を行う
とともに､平成15年度に設置した地震計により得られた2005年8月17日の宮城県沖地震の観
測記録などを用いて観測と解析による卓越周期の検討により地盤構造モデルの検証を行った｡ま
た､最新の深部地下構造モデルを用いた8月16日の地震観測記録のシミュレーション解析を行う
とともに､ 1978年6月12日の宮城県沖地震におけるにより仙台地域の地震動分布の再評価を行
った｡これら再評価した仙台地域の地震動分布に基づき､ 1978年の地震においてRC進の全戸
調査を行った長町地区､卸町地区､上杉地区について被害状況の再検討を行った｡これまで十分
に説明できなかった3地区の被害ランクの違いが地震動特性の再評価により説明できるようにな
った｡さらに､構造物の耐震設計･耐震診断補強に関して､地域の地盤環境を考慮した公共建築
物の耐震改修支援システムの開発や木造建物の耐震改修効果の評価法､行政担当者向けの木造建
物群の耐震改修支援手法と検討事例を示した｡
本研究でまとめた成果が､迫りくる宮城県沖地震に備えたの地域地震防災対策や建築構造物の
耐震対策のための貴重な資料となるばかりでなく､地震工学･耐震工学の発展に少しでも貢献す
るものとなれば幸いである｡
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